
魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

平成9年に児童虐待防止法が施行、平成16年に同法が改正され、虐待までには至っていない「要保護」の児童に対しても相談の対象となった。 また、全
国的には虐待による子供の死亡事故等が報道で大きく扱われるようになったため、社会の関心も高まっている。 魚津市では単なる相談ではなく、学校
や児童相談所・厚生センターなどの他機関と緊急に調整が必要なケースが増えてきている。
また、平成19年２月に「要保護児童対策地域協議会」を設立し、市が第一義的な窓口及び調整機関となった。

◆事業概要（どのような事業か）

児童の教育上の問題、家庭内の人間関係の問題等の相談に応じることで、また、地域社会が一体となって、要保護児童等の問題
の早期発見と適切な対応を図る。

各市町村の取り組み状況に差があるため一概に比較できないため。民生委員から持ち込まれる相談件数が増えてきた。
把握している

把握していない

対
象

相談員または指導主事が来庁及び電話にて相談を受け、助言指導を行った。必要に応じ、他の専門機関を紹介したり、連携した
りした。

＊平成21年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

2,962 2,936 2,936 2,936

1,262 1,262 1,262 1,262

2

300 300 300 300

2 2 2

②事務事業の年間所要時間 (時間) 300

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,203

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 2,872

(千円)

1,669 1,700 1,674

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

昭和39年厚生事務次官通知に従い昭和４４年に開設。
家庭における児童養育に様々な問題が発生しているため、家庭内の人間関係の健全化、児童養育の適正化など家庭児童福祉の向上を図る。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

8

⑷一般財源 1,660 1,692 1,666 1,666 1,666

(千円)

0

0

1,674

⑶その他(使用料・手数料等) 8 89 8

(千円) 1,674

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています
児童虐待の防止やひとり親家庭への支援などに、地域ぐるみで積極的に取り組んでいます

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

75.00 90.00 80.00 80.00① 相談が完結した件数／相談件数 ％ 80.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

27 18

40

件

36 20 40 40

32 32 32➡
活
動
指
標

年間相談件数 件①

② 相談が完結した件数

0 4,250 4,250 4,250①
18歳未満の子どものいる世帯数
（年度末の実績値）

世帯 4,209

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

18歳未満の子どもがいる世帯の保護者や児童。

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 子育ての意識啓発

款

計画

３．民生費

区 分 子育て環境の充実

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

１．児童福祉総務費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

244011

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030201コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 家庭児童相談員運営事業

事 業 コ ー ド 24401101

部 名 等 民生部

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 5.家庭児童相談員運営費

開始年度 昭和44年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

児童福祉法に基づき、社会福祉事務所に家庭児童相談員１名を配置して、18歳未満の児童とその家族に対し、相談事業を行っている。複雑で多種多様な相談事項が多いため、児童相談所と
も連携をとっている。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

森岡 めぐみ
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

特になし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

健康センターの子育て支援センター事業と連携することで、今より効果が高まる可能性があるのではないか。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

現在でも最低の事業費で運営している。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

現在も最低の業務時間で運営している。

児童虐待・母子家庭・障害を抱える家庭等に対する相談支援の強化を図る。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
児童福祉法（昭和22年法律第164号）第25条

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

子育て不安の解消・虐待予防につながることから、直結度は大きい。

○

●

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

電話相談や、他の公共機関からの連絡及び連携が多いため。

電話相談や、他の公共機関からの連絡及び連携が多いため。

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

こどもを守る相談支援機関として役立っており、今後も児童相談所等との情報を共有していくなどして、専門性を
高めていく必要がある。
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○ ○ ● ●

②

③

③

②

③

●

○

支給対象児童の年齢が引き上げられている。 第3子以降が対象（昭和47年） → 第2子以降に拡大（昭和61年） → 第1子、3歳未満（平成4年）
→ 就学前までに拡大（平成12年） → 小学校第3学年修了前まで（平成16年） → 小学校修了前まで（平成18年）→ ３歳未満児月額10,000円（第
１、２子３歳以上は、月額5,000円） （平成19年４月以降より）

◆事業概要（どのような事業か）

児童養育の負担軽減

全国一律特になし。
把握している

把握していない

対
象

・認定請求書、額改定請求書の受付
・認定、却下、消滅通知
・手当ての支払（定例：6月10月2月、随時：毎月） ・現況届（継続時：毎年6月）受付、更新、消滅通知
＊平成21年度の変更点

なし。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

334,180 339,160 340,144 340,144

2,944 2,944 2,944 2,944

1

700 700 700 700

1 1 1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 600

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 2,406

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 327,805

(千円)

325,399 331,236 337,200

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

児童手当法の施行による (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 87,475 87,410 90,191 90,200 90,200

(千円)

0

247,000

337,200

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 336,216

0 0

247,000

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

子どもを多く持つことに喜びを感じる。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 237,924 243,826 246,025

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

84.93 86.40 86.27 86.27① 認定割合 ％ 86.27

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

4,4004,329 4,312 4,400 4,400

➡
活
動
指
標

支給児童数 人①

②

4,991 5,100 5,100 5,100① 小学校修了前までの児童数 人 5,097

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

支給要件児童（小学校終了前）を養育している所得制限基準以下の保護者で、日本国内に住所を有する（但し、公務員を除く）

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 子育ての意識啓発

款

計画

３．民生費

区 分 子育て環境の充実

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

７．児童措置費

子育て支援係

３．負担金・補助金 ４．市直営

244011

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030207コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02030100

事 務 事 業 名 児童手当支給事業

事 業 コ ー ド 24401206

部 名 等 民生部

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 1.児童手当支給事業

開始年度 昭和47年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

「家庭における生活の安定」及び「次代の社会をになう児童の健全な育成と資質の向上に資すること」を目的

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1006

北川 陽子
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業はなし。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

少子化対策ということを考慮すると削減は出来ない。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

現状維持

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
児童手当法（昭和46年法律第73号）第29条の3

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

手当ての支給により養育費の軽減に結びつく。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

適正化の余地なし

説
明

全国民を対象とした制度（法定受託事務）

全国民を対象とした制度（法定受託事務）

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

●

説
明● 平均

こん

二次評価の要否

不要

子育てへの公的支援の施策であり今後も必要
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

H17年度から、県が乳幼児・妊産婦、老人、障害者医療費助成制度の見直しを検討し、平成２０年度１０月から所得制限導入と助成対象年齢の拡大。

◆事業概要（どのような事業か）

出産に伴う妊産婦の保護と、医療費に係る経済的負担を軽減し、安心して出産できるようにする。

（所得制限導入自治体） 富山市・舟橋村・上市町・立山町→未就学児 高岡市・南砺市
→小3 氷見市・滑川市→入院：小６ 通院：未就学児 砺波市→入院：小3 通院：未就学
児 小矢部市・入善町→小6
【所得制限なし】黒部市→入院：小6 通院：小３ 朝日町・射水市→小6

所得制限の廃止。
把握している

把握していない

対
象

・医療受給資格登録（変更）申請の受付、資格証・福祉医療請求書の発行
・償還払いの受付支払
・国保連からの請求に基づき審査支払。
＊平成21年度の変更点

なし。

手
段

＜平成20年度の主な活動内容点＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

85,450 112,643 113,944 113,944

2,944 2,944 2,944 2,944

1

700 700 700 700

1 1 1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 960

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 3,850

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 96,270

(千円)

92,420 82,506 111,000

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

当時新生児の死亡率が高かったため、昭和48年7月から、乳児医療（0歳児）の助成開始。
入院：平成7年4月から幼児も助成。通院：平成7年10月から第3子3歳未満児助成。平成13年４月より未就学児までに拡大。平成20年10月から、児童手当制
度と同様の所得制限を導入。また、医療費の助成対象年齢の拡大された。（通院にかかる医療費助成→小学校３年生まで。入院にかかる医療費助

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

1,600

⑷一般財源 72,477 64,180 88,949 90,400 90,400

(千円)

0

19,000

111,000

⑶その他(使用料・手数料等) 1,500 1,6001,168 1,577

(千円) 109,699

0 0

19,000

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

母子福祉施策が充実し、生涯を通じた健康の基礎が作られています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 18,775 16,749 19,250

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

57,132,344 87,353,895 113,220,000 114,000,000① 医療費助成（扶助費） 人 114,000,000

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

3,4002,679 3,390 3,400 3,400

3,780 3,780 3,780

➡
活
動
指
標

資格証交付数 枚①

②

市内に住所を有する小学校３年生修了前児
童

人 3,877 3,798

2,559 2,560 2,560 2,560① 市内に住所を有する未就学児 人 2,664

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

(平成20年9月末日まで） 魚津市に住所を有する乳児と幼児
（平成20年10月以降）魚津市に住所を有するこどもで、かつ、その養育者の所得が所得制限限度額以内であること

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 子育ての意識啓発

款

計画

３．民生費

区 分 子育て環境の充実

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

８．医療給付費

子育て支援係

３．負担金・補助金 ４．市直営

244011

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030208コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02030100

事 務 事 業 名 乳幼児医療費助成事業（平成20年10月からは、こども医療費助成事業）

事 業 コ ー ド 24401207

部 名 等 民生部

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 1.乳幼児・妊産婦医療費助成事業

開始年度 昭和48年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

こどもの医療費の一部をその保護者に助成することにより、こどもの健康管理と適正な医療をもってこどもの保健と福祉の向上を図ることを目的とする
※ こども → （通院医療費助成・・・0歳児～小学校3年生 / 入院医療費助成・・・0歳児～小学校６年生まで）

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1006

北川 陽子

5/68
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業はなし。

○

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

資格証交付・福祉請求書作成事務は、申請数によって事務費の増減があるが、大幅な削減にはならない。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

●

●

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

同上

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

●

適切 ● 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

所得制限の廃止

○

○

あり
説
明

より多くの児童が医療費助成が受けられる。

○

根拠法令等を記入

あり
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

子育て中の医療費の負担は大変であり、医療費を助成することにより病気を早期発見することができ、安心して子
育てができる。

●

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

子育て支援としての事業であるため、負担金を貸すのは、現在の施策の中では難しいと思われる。

県内市町村全てで同じ対応。（黒部市等所得制限を設けていない市町村もあり）

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

●

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

必要

安心して子育てをする上でも、小児医療の充実は欠かせず、制度の拡充に取り組む必要がある。
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

妊産婦の医療費の一部を本人に助成し、その疾病の早期発見と適正な医療を確保することにより、母子の健康の保持及び増進を図ることを目的とする。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1006

北川 陽子

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 妊産婦医療費助成事業

開始年度 昭和48年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030100

事 務 事 業 名 妊産婦医療費助成事業

事 業 コ ー ド 24401207

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244011

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030208コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

８．医療給付費

子育て支援係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 子育ての意識啓発

款

計画

３．民生費

区 分 子育て環境の充実

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

魚津市に住所を有する妊産婦が、医師が認定した疾病（高血圧症候群、糖尿病、貧血、産科出血、心疾患及び切迫早産）に対し
て、医療を受ける場合、対象者に対し当該医療に要する費用の一部（保険診療自己負担分）を助成。但し、平成20年10月1日以降
から、児童手当制度と同様の所得制限が設けられた。

① 受給者資格登録数 人 166 162 170 165 165

➡
活
動
指
標

助成件数 件①

② 経済負担が軽減【助成金額） 円

533 455 500 500

7,578,660 7,578,660 7,578,660

500

6,881,208 5,664,115

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 認定割合 人 303.03 303.03321 281 294.12

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

母子福祉施策が充実し、生涯を通じた健康の基礎が作られています。 助成の実績しか成果といえないため

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 2,346 2,057 3,849

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

2,300

0 0 0

2,300

8,300

⑶その他(使用料・手数料等) 2,000 1,6001,501 1,519

(千円) 7,578

1,600

⑷一般財源 4,535 4,618 1,729 4,400 4,400

(千円)

8,382 8,194 8,300

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

・母体の保護のため助成開始（昭和48年4月～：妊娠中毒症、糖尿病のみ）、平成4年10月～貧血、産科出血、心疾患、平成6年10月～切迫早産、現在少子
化対策の一環

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 10,267

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 470

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,885

1

400 400 400 400

1 1 1

1,682 1,682 1,682 1,682

9,876 9,260 9,982 9,982

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

＊平成21年度の変更点

なし。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

◆事業概要（どのような事業か）

出産に伴う妊産婦の保護と、医療費に係る経済的負担を軽減し、安心して出産できるようにする。

県内市町村全てで対応特になし。
把握している

把握していない

H17年度から、県が乳幼児・妊産婦、老人、障害者医療費助成制度の見直しを検討し、平成２０年度１０月より所得制限導入。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

必要

安心して子どもを生み育てられるためも、妊産婦にかかる医療費助成の充実は欠かせず、支援に努めていく必要が
ある

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

母体保護のため助成が開始され、現在は、少子化対策の一環であり受益者負担は適切ではない。

県内市町村全てで同じ対応。（黒部市等所得制限を設けていない市町村もあり）

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

妊産婦の医療費助成によって、疾病の早期発見・治療が促進されれば、安心して出産できる。→少子化対策

●

●

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

同上

なし

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

資格証交付・福祉請求書作成事務は、申請数によって事務費の増減があるが、大幅な削減にはならない。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

中

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業はなし。

●

○
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

全国的に出産できる医療機関が減っており、当市においては、Ｈ18年8月から出産を取り扱う医療機関がなくなった。
あらに、平成20年には黒部市のある助産院も分娩を取りやめたため、新川圏域では分娩可能な施設が２箇所にとどまっている。健診施設と分娩施設の連
携を十分にとることで、妊婦が安心して妊娠・分娩できるよう努める必要がある。
また、健診を受けずに飛び込み出産をする方や家庭環境・社会環境の複雑な方が増えてきている。

◆事業概要（どのような事業か）

妊娠経過、合併症及び偶発症について観察し、流・早産、妊娠高血圧症候群、子宮内胎児発育遅延の防止に努めることで、正常
な分娩を行う事ができる。
母と児の健康の保持を図る。

県内の全市町村で実施している。Ｈ20.3月・12月、H21.3月、議会で妊婦一般健康診査の公費補助の回数を増やしてほしい。里帰り先でも健診票を利用できるようにしてほしい。
把握している

把握していない

対
象

妊娠届出時に、妊婦一般健康診査受診票、妊婦精密健康診査受診申請書、産婦一般健康診査受診申請書を交付する。必要な方に
は、申請に基づき妊婦精密健康診査受診票、産婦一般健康診査受診票を交付する。

＊平成21年度の変更点

妊婦一般健康診査の公費補助回数等が拡充されたため、助成回数を５回から14回にし、それに伴い、健診内容も追加変更とな
る。また、県外へ里帰りし、妊婦一般健康診査を受診する妊婦に対して、償還払いで助成を行う。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

16,959 38,810 38,810 38,785

3,625 3,785 3,785 3,785

6

862 900 900 900

6 6 6

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 802

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 10,481

(千円)

9,679 13,334 35,025

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

妊婦が定期的に健診を受け、異常を早期に発見し、適切な処置をとることはきわめて重要であることから、富山県では、Ｓ44年度から妊婦健診を県医師
会に委託し実施、しかし、所得制限（Ａ・Ｂ階層に限定）があり利用者は少なかった。Ｓ47年、所得制限のあった妊婦健診を全階層に拡大（2回で国庫補
助）、Ｓ48年妊婦健診の回数を3回（2回は国庫補助・1回は県単）に拡大、Ｈ4年10月から4回（2回は国庫補助・2回は県単）に拡大。Ｈ9年度から実施主
体が市となり継続。Ｈ10年度から国庫補助金が一般財源化されたため、1回2回目は市単独、3回4回目は県単補助として継続している。さらに、平成20年
から妊婦健診が５回に拡充された（1･2･5回目は市単独、3･4回目は県単補助)

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 7,459 10,877 24,928 24,928 32,543

(千円)

0

2,457

35,000

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 35,025

0 0

10,097

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

○若い世代が安心して楽しく子どもを生み育てられ、地域全体で子育て支援が行われています
○母子保健施策が充実し、生涯を通じた健康の基礎が作られています

H20年度は、妊婦一般健康診査受診回数が4回から5回に拡大した。そのため、H20年度妊娠届出数は前年度より減少しているが、H20年度妊婦
一般健康診査受診者数は増加している。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 2,220 2,457 10,097

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

21.84 21.35 22.01

％ 7.00 7.00低出生体重児率（出生数/総出生数）

22.01

8.77 7.00 7.00

①
産婦健康診査発行率（発行数／妊娠届出
数）

％ 22.01

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

18 18

81 77

1,900

人

1,365 1,594 1,900 1,900

20 20 20➡
活
動
指
標

妊婦一般健康診査受診者数（４回 延） 回①

② 妊婦精密健康診査受診者数

342 385 385 385① 妊娠届出数 人 380

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

市内に在住する妊産婦

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 母子保健の充実

款

計画

４．衛生費

区 分 子育て環境の充実

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

１．保健衛生費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

３．母子保健事業費

母子保健係

３．負担金・補助金 ４．市直営

244012

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001040103コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02050200

事 務 事 業 名 妊産婦健康診査事業

事 業 コ ー ド 24401201

部 名 等 民生部

課 名 等 健康センター

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 1.妊産婦健康診査事業

開始年度 平成9年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

妊娠経過、合併症及び偶発症について観察し、流・早産、妊娠高血圧症候群、子宮内胎児発育遅延の防止等の母・児の障害予防を図る。
妊娠届出時に、妊婦一般健康診査受診票（5回分）、妊婦精密健康診査受診申請書、産婦一般健康診査受診申請書を交付する。更に、必要な方には、申請に基づき妊婦精密健康診査受診票、
産婦一般健康診査受診票を交付する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-24-0415

鍼田 飛鳥

人産婦一般健康診査受診者数 80 80 80
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

適切な時期に健診を受けることが出来るよう、県外の里帰り先で健診を受けた場合も、
補助（償還払い等）できるように検討する。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある事務事業はない。

○

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

事業費のほとんどは、医療機関に対する委託費であり、削減はできない。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

コストの方向性

増加

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

健診結果を確認し健診結果を母子管理カードに転記することは、妊婦の健康状態を確認し継続した支援をするために必
要であり、そのための人件費は必要である。

母子ともに安全な妊娠分娩を行うためには健診が重要である。今後、経済的な理由から
健診を受けないことのないよう、妊婦健診の回数拡大を目指したい。少子化対策にも結
びつくと考える。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ● 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

あり
説
明

妊娠届出時などに健診をしっかり受けていくよう説明する。（健診受診時期の目安を妊婦に知らせるなど）

○

根拠法令等を記入
母子保健法（昭和40年法律第141号）第13条

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

妊娠期からの母子保健施策が充実することにより、母子の生涯を通じた健康の基礎を作ることに直結している。

○

●

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

適正化の余地なし

説
明

H21年度より、妊婦一般健康診査の助成回数が5回から14回へと拡充し、県外で里帰り出産する妊婦に対しても償還払い
で助成することが可能となった。妊娠から出産するまでに妊婦健診を定期的に受診すると約14回となり、総額10万円ほ
どになる。妊婦健診費用を14回分助成することは、妊婦の経済的負担の軽減となり、少子化対策にもつながると考えら
れる。また、経済状態が悪い妊婦も無料であれば、最低限の健診を受けることができ、妊婦と胎児の健康管理に役立
つ。

他市町村も同様

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

少子化が進む中、妊婦が受けるべき健康診査の回数は１3～14回が望ましいといわれているが、健康な妊娠、出産を
迎える上で最低限必要な妊婦健康診査の時期及び内容の充実が必要だと考える。当市においては、Ｈ21より公費助
成の回数を14回に拡充し母子保健の充実を図る予定である。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

市民から送られてくる出生連絡票(はがき)を基に、助産師または保健師が訪問を実施。市外に里帰りしている母子、低出生体重児については、それぞれ里帰り先の市町村、厚生センターに
訪問を依頼する。
訪問では、母・児の観察、母の訴えに対する相談などを行い、訪問結果を「訪問指導票」に記入。継続訪問の必要があれば、２回目の訪問を実施する。訪問指導票は翌月10日までに担当者
へ提出。
担当者は、訪問指導票を確認し、必要があれば事後指導につなげる。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-24-0415

鍼田 飛鳥

課 名 等 健康センター

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.妊産婦乳児訪問指導事業

開始年度 平成9年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02050200

事 務 事 業 名 妊産婦乳児訪問指導事業

事 業 コ ー ド 24401202

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244012

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001040103コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

３．母子保健事業費

母子保健係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

１．保健衛生費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 母子保健の充実

款

計画

４．衛生費

区 分 子育て環境の充実

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

市内に在住または滞在している新生児とその保護者
① 出生数 人 368 340 380 380 380

訪問指導を希望した人の数 人 257 231 260 260 260

➡
活
動
指
標

訪問指導件数（実） 件①

② 訪問指導件数（延） 件

239 222 260 260

280 280 280

260

254 246

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

①
育児に対する不安が軽減したと答えた人の
割合

％ 90.00 90.00

95.80 95.00 95.00

29.20 90.00

％ 95.00

％

95.00
子育てが楽しいと答えた人の割合（４か月
児健診でアンケート調査）

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

○若い世代が安心して楽しく子どもを生み育てられ、地域全体で子育て支援が行われている。
○母子保健施策が充実し、生涯を通じた健康の基礎が作られている。

①4か月健診でアンケート調査（Ｈ18.19は調査なし）

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

800

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 855

0

⑷一般財源 638 740 855 800 800

(千円)

638 740 800

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 4

平成９年度、母子保健事業が県から市へと移譲され、新生児訪問が開始となった。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 3,445

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 700

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 2,807

5

832 900 900 900

6 5 5

3,499 3,785 3,785 3,785

4,239 4,640 4,585 4,585

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

助産師または保健師が家庭訪問をし、新生児の体格の計測・身体の観察をするとともに、産婦・保護者の育児相談等にのる。

＊平成21年度の変更点

変更なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

保護者が新生児の観察ポイントや育児方法について理解し、育児に対する不安を軽減できる。
児が順調に発育・発達することができる。

県内の全市町村で実施している。対象者から、「もっと早い時期に訪問してほしい」、「体重が増えていることが確認できてよかった」、「授乳の方法を教えてもらえてよかった」とい
う声がある。 把握している

把握していない

少子化に伴い、対象となる新生児の数が減少。
虐待防止の観点から、乳児訪問の必要性がより一層増してきている。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

助産師や保健師が家庭訪問し、新生児の体格測定や、身体の観察をすることにより、児の発育や、発達に関する親
の相談に応じることにより、育児に対する不安を軽減したり、育児方法を理解してもらうことができる。また、児
を観察することで虐待防止にも繋がることから、事業の必要性は高いと判断する。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

適正化の余地なし

説
明

負担を求めることで、訪問を希望しない方が増えることが予想される。このことは、育児に対する不安を軽減させる機
会を減らすことになり、虐待予防の観点からはマイナスであると考える。

他市町村も負担なし

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

保護者が、児が順調に発育・発達していることを確認し、育児に対する不安を軽減できることは、安心して楽しく
子育てをすることに結びつく。

○

●

○

○

○

あり
説
明

育児不安を軽減したり、育児方法について理解してもらったりするために、工夫すべき点はあると考える。

○

根拠法令等を記入
母子保健法（昭和40年法律第141号）第13条

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

適切

○

適切 ●

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

出生連絡票の届く日は特定できず、週２～３回、依頼作業を行っており、必要な賃金で対応している。

今後も、継続していく。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

●

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

事業費のほとんどは報償費であり、これ以上の報償費の削減は困難である。H20から、産婦及び新生児の訪問指導各々
１回あたりの報償費は1,500円としている。
訪問件数を少なくすることは困難である。

次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

大

児が順調に発育発達をしていることを確認し、育児に対する不安を早期に軽減するため
に継続していく。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

虐待防止の面で、乳児の全戸訪問「こんにちは赤ちゃん訪問」事業と連携することで、今より効果が高まる可能性があ
ると考える

○

○
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○ ● ● ●

②

③

③

②

③

●

○

出生数の低下により訪問対象者が減少してきた。
核家族化や育児の体験不足等から、育児不安の強い母親やうつ状態の母親が増えてきた。
人間関係の希薄化からか、訪問を受け入れない方がでてきた。（妊婦訪問）
育児不安からくる虐待防止や産後うつの予防・早期発見のために、厚生労働省では、生後4か月までの乳児のいる家庭を全戸訪問する「こんにちは赤ちゃ
ん訪問事業」を創設した。（次世代育成支援交付金）

◆事業概要（どのような事業か）

初妊婦や乳児を持つ育児中のの母親が、各種保健サービスや子育て支援サービスについて知り、必要なときに利用することがで
きることで、育児不安の解消ができる。
事故予防の目的を理解し、チャイルドシートの装着をきちんと行うことができる。

県内の全市町で母子保健推進員活動を実施している。
また、「こんにちは赤ちゃん訪問事業」は、全市町村で実施している。

２か月児訪問では、子育て中の母やその家族から今後の健診や予防接種など各種サービスに関する質問が多く、訪問を喜ぶ方が多い。
把握している

把握していない

対
象

妊婦訪問（初妊婦）、乳児訪問
のびのび広場での手作りおもちゃの作成、赤ちゃん広場への協力
研修会の開催、参加
＊平成21年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

4,306 4,920 4,915 4,915

3,768 4,205 4,205 4,205

4

896 1,000 1,000 1,000

3 4 4

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 802

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,315

(千円)

513 538 710

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 3

Ｓ４４年８月母子保健事業の円滑な推進を図るために母子保健推進員制度が開始された。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 513 538 355 350 350

(千円)

0

360

710

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 715

0 0

360

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています ①子育て支援センター相談件数
②赤ちゃん訪問時に確認

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 360

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

1,990 2,001 2,000

％ 94.95 97.00チャイルドシート装着状況

2,000

97.07 97.00 97.00

① 育児相談数 人 2,000

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

139 88

460

人

474 457 460 460

140 140 140

330 330 330

➡
活
動
指
標

訪問数 件①

② 赤ちゃん広場への初参加者数

２か月児数（訪問依頼数） 人 341 322

176 170 170 170① 妊娠８～９か月の初妊婦数（訪問依頼数） 人 152

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

妊娠８～９か月の初妊婦
２か月児を持つ母親

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 母子保健の充実

款

計画

４．衛生費

区 分 子育て環境の充実

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

１．保健衛生費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

３．母子保健事業費

母子保健係

３．負担金・補助金 ４．市直営

244012

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001040103コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02050200

事 務 事 業 名 母子保健推進員活動事業

事 業 コ ー ド 24401203

部 名 等 民生部

課 名 等 健康センター

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 3.母子保健推進員活動事業

開始年度 昭和44年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

市長から委嘱された母子保健推進員が地域の妊婦や２か月児の家庭訪問を行い、保健サービス・予防接種・子育て支援サービスの紹介や育児不安などの把握に努め、市（保健婦）とのパイ
プ役として育児支援を行う。また子育て支援センターの「のびのび広場」や「赤ちゃん広場」などや地区子育てサロンなどへの協力を行う。さらに母子保健推進員の資質向上のために研修
会に参加する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-24-0415

村﨑 ひとみ

次世代育成支援対策交付金事
業の一つとして、ポイント加算さ
れている。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

研修等を行い、推進員の資質向上に努める。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

新生児訪問事業と連携することで、より効果が高まると考えられる。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

母子保健推進員連絡協議会に事業委託をしている。事業費のほとんどが委託料であり、出来高払いのため実績に応じた
ものとなっておりこれ以上削減できない。

次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

●

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

訪問依頼と訪問結果を母子カードに転記することは、継続した母子育児支援につながるため必要であり、これ以上の削
減は出来ない。

継続していく

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

担当地区を決めて活動を行っており、身近な子育て中の相談者として、地域全体で子育て支援が行われる一部を
担っている。

●

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

乳児の全戸訪問をすることで、早期からの育児不安や虐待予防につながっている。受益者から負担をとることで、全戸
訪問にならないと目的が達せられない。

県内全市町で、「こんにちは赤ちゃん事業」を実施しているが、受益者負担をとっているところはない。

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

●

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

母子保健推進員による、妊娠8～９ヶ月の初妊婦や生後２ヶ月児を持つ母親を訪問し、保健サービス・予防接種の紹
介を行うとともに育児不安などの把握をし、市の保健師とのパイプ役としての育児支援を行っており、引き続き継
続していく。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

％各健診の受診率（3.6か月児） 99.00 99.00 99.00

要精密検診者率（3.6か月児）

実 施 方 法

疾病又は異常の早期発見と発達の確認を目的とする。さらに、個々の乳児の特徴に応じて適切な保健指導や相談を行い、保護者の育児不安を軽減するとともに、児童虐待の防止を図る。
集団健診では、４か月児健診、１歳６か月児健診、３歳児健診を実施。また、医療機関委託健診として８-10か月児健診を実施。健診の結果精密健診が必要な児に対して、精密健診票を発行
している。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-24-0415

鍼田 飛鳥

課 名 等 健康センター

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 5.乳幼児健康診査事業

開始年度 平成13年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02050200

事 務 事 業 名 乳幼児健康診査事業

事 業 コ ー ド 24401204

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244012

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001040103コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

３．母子保健事業費

母子保健係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

１．保健衛生費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 母子保健の充実

款

計画

４．衛生費

区 分 子育て環境の充実

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

市内に在住する乳幼児（４か月児、8-10か月児、１歳６か月児、３歳６か月児）と保護者
① 各健診の対象者数（４か月児） 人 372 366 380 380 380

各健診の対象者数（1.6か月児） 人 335 373 368 370 370

➡
活
動
指
標

各健診の受診率（４か月児） ％①

② 各健診の受診率（1.6か月児） ％

370

99.50 98.90 99.50 99.50

384

99.00 99.00 99.00

各健診の対象者数（3歳6か月児） 人 380

99.50

389 370

97.90 98.70

98.70 99.20

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

10.00 10.00 10.00

① 子育てが楽しいと答えた人の割合 ％ 93.00

％ 6.93 12.60

要精密検診者率（1.6か月児）

93.00

1.87 1.50 1.50

91.50 92.79 93.00

％ 1.52 1.50

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

0 0 0 0

○健やかに生み育てる母子保健施策が充実し、生涯を通じた健康の基礎が作られています

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 132

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

130

0

130

5,030

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 5,044

0

⑷一般財源 4,262 4,006 4,912 4,900 4,900

(千円)

4,262 4,006 5,030

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 8

乳幼児の健康の保持増進と心身の異常の早期発見・適切な処置を目的に、富山県ではＳ31年度から3歳児健診が開始された。Ｓ48年9月には医療機関委託
乳児一般健診（1回）が実施され、Ｓ49年度からは2回となった。Ｓ53年度からは、1歳6か月児健診（市が主体）が開始。平成9年度には母子保健事業一部
市町村への移譲により、乳幼児健診の全てにおいて、市が実施主体となった。（一般財源化）

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 9,956

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 1,420

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 5,694

8

1,298 1,300 1,300 1,300

9 8 8

5,458 5,467 5,467 5,467

9,464 10,511 10,497 10,497

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

４か月児健診、８-10か月児健診(医療機関委託）、１歳６か月児健診、３歳児健診

＊平成21年度の変更点

20年度と同様。１歳６か月児健診、３歳児健診の問診項目に県の発達障害児ｽｸﾘｰﾆﾝｸ項目を追加。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

乳幼児の疾病又は異常の早期発見と発達の確認を行い、必要な乳幼児には早期治療や療育を行なうことにより、乳幼児の健康の
保持増進を図る。
保護者の育児不安が軽減し、育児不安や児の育てにくさからくる児童の虐待の防止を図る。

県内の全市町村で実施している。平成19年12月議会で、近年増加している「発達障害」の早期発見のための健診として5歳児健診の推進が提案された。
把握している

把握していない

産後うつ病など心の病を患っている母親や母子家庭が増えているように感じられる。また、要保護児童など家庭環境に問題がある難しいケースが増えて
いるように感じられる。さらに、児の落ち着きなさや言葉の遅れなど、保護者が育てにくさを感じているケースもあり、スタッフの資質向上、他機関と
の連携が重要になってきている。
以上のことから、子どもの心身の異常の早期発見にとどまらず、育児不安の母親や虐待の恐れのある親子の早期発見、育児支援が重要となっている。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

４か月、8-10か月児、１歳６か月、３歳６か月児を対象とした健診により発達障害児のスクリーニングを行い、疾
病又は以上の早期発見と予防を目的としているが、産後うつ病など心の病を持つ母親、母子家庭が増加してきてい
ることから事業の必要性はますます高まってきている。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

発達の節目毎に健診を受けることは、子どもの心身の発達の経過や保護者の育児不安の確認に重要なことであり、負担
金を取ることは、経済的な理由による健診未受診者を発生させることになり、この事業の目的に沿わないと考える。

他市町村も負担なし

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

乳幼児健康診査は、対象者の98％以上受診しており、精密健診の受診率も高く、乳幼児の健全な発達と疾病又は異
常の早期発見と予防につながっている。

○

●

○

○

○

あり
説
明

健診に関わるｽﾀｯﾌの資質向上(観察視点など）

○

根拠法令等を記入
母子保健法（昭和40年法律第141号）第12条及び第13条

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

適切

○

適切 ●

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

健診当日のスタッフは、今のスタッフ数が必要である。

今後も継続していく。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

●

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

事業費のほとんどは、医療機関に対する委託料であり、削減の余地なし。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

大

健診を通して、対象者の疾病及び異常の早期発見や予防・治療に努め、また、対象者の
家族の育児支援を行なっていく。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

保育園や幼稚園など他機関との連携

○

○
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○ ○ ● ●

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

児童福祉法第22条の規定に基づき、「妊産婦が保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入院助産を受けることができない場合において、その妊産婦から申し込みがあったと
きは、その妊産婦に対し助産施設において助産を行わなければならない」となっているための費用とその他、児童福祉に関わる一般管理費

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

矢野 道宝

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.児童福祉一般管理費

開始年度 昭和23年 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 児童福祉一般管理事業

事 業 コ ー ド 91001103

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244019

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030201コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

１．児童福祉総務費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 その他

款

計画

３．民生費

区 分 子育て環境の充実

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により入院助産ができない妊産婦
その他、児童福祉に関わる一般管理費

① 入院助産ができない妊産婦 人 0 0 1 1 1

児童福祉に関する管理対象数 件 0 1 0 0 0

➡
活
動
指
標

助産施設に委託する妊産婦の数 人①

② 児童福祉に関わる対応 件

0 0 1 1

0 0 0

1

0 1

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 助産施設で分娩できた妊産婦の数 人 1 1

1 0 0

0 0 1

件 0 0児童福祉に関わる一般管理件数

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 225

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

225

0 0 0

225

300

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 300

0

⑷一般財源 0 1,544 75 75 75

(千円)

0 1,544 300

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

児童福祉法が昭和23年4月1日に施行されたときから (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 481

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 120

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 481

1

20 20 20 20

1 1 1

84 84 84 84

1,628 384 384 384

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

申し込みがあった妊産婦の入院助産を助産施設に委託
その他、児童福祉に関わる一般管理費

＊平成21年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

経済的理由により入院助産を受けることができない母子の保護
その他、児童福祉に関わる一般管理費

助産の実施については、なし特になし
把握している

把握していない

戦後の社会の混乱と窮乏は児童に対していたましい影響を与え、国民一般の生活水準の低下による児童の保健衛生状態の悪化、社会環境の激変による児
童の不良化等、終戦後の社会を担うべき児童の育成に暗い影を落としていたことから、次代の社会を担う児童が心身ともに健やかに生まれ、かつ育成さ
れるよう児童福祉法が制定された。以後、社会情勢は改善されてきているが、児童虐待などの新たな問題も顕著になってきている
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

児童福祉法に定めがあり、一般管理事業としても必要なので、削減はできない。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

受益者負担には該当しない

県内他市と比較しても受益者負担はない。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

該
当
し
な
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

児童福祉に関する一般管理事業が発生した場合、対応が必要となる

○

○

○

○

●

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
児童福祉法（昭和22年法律第164号）第22条第1項

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

助産申し込みの事務は発生していないが、予算編成や各種調査等についての事務は発生する。

なし

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

児童福祉法により事業遂行に必要な費用について、その支弁義務者が定められている。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

中

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○
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○ ○ ● ●

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

20歳未満で、身体又は精神に中程度以上の障害のある児童を監護している父又は母、若しくは父母にかわってその児童を養育している養育者に対し、児童の福祉の増進を図るために手当が
支給される制度である。（所得制限あり）

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1006

紙 紹子

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 3.特別児童扶養手当支給事務費

開始年度 昭和39年 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030100

事 務 事 業 名 特別児童扶養手当支給事業

事 業 コ ー ド 24402301

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244019

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030201コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

１．児童福祉総務費

子育て支援係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 その他

款

計画

３．民生費

区 分 子育て環境の充実

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

20歳未満で、身体又は精神に中程度以上の障害のある児童を監護している父もしくは母（所得の多い方）、又は父母にかわって
その児童を養育している養育者

① 受給者(３月末) 人 55 53 55 55 55

➡
活
動
指
標

新規認定者 人①

②

5 2 5 55

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

①

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています 年１回の所得状況届時に聞き取り等.

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 80 71 79

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

80

0 0 0

80

80

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 79

0

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

80 71 80

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

昭和39年｢重度精神薄弱児扶養手当法｣として制定。当初、精神薄弱児の将来の自立のための保護等に重点が置かれたが、家庭にあって介護されている児
童を対象とした在宅対策を強化し、一般の児童と同様、両親と生活することがその福祉の増進につながると考えられるようになった。
昭和49年に現在の「特別児童扶養手当等の支給に関する法律」に改められた。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,684

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 400

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,604

1

200 200 200 200

1 1 1

841 841 841 841

912 920 921 921

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

認定請求書・所得状況届・その他変更届の受付をし、県に取次ぎ。
県の認定後、通知。

＊平成21年度の変更点

特になし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

身体又は精神に中程度以上の障害のある児童を監護している父もしくは母、又は父母にかわってその児童を養育している養育者
に手当を支給することで、障害児の生活の向上を図る。

全国で受けることができる制度。制度があることを知らなかった。
把握している

把握していない

障害児を持つひとり親家庭が増える可能性がある。
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

障害児の子育てへの公的支援の施策であり今後も必要。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

適正化の余地なし

説
明

受益者負担には該当しない

受益者負担には該当しない

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

両親と生活することが児童の福祉の増進につながるため、障害児を監護する家庭において手当は必要である。

○

●

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第134号）

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

県の委託に基づき受給者に通知等を行っているため、削減できない。

制度の周知

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

県の委託に基づき受給者に通知等を行っているため、削減できない。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

小

制度の周知

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

魚津市人口増加のために、第3子以降の出生児の父母に祝い金を支給。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1006

北川 陽子

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 4.出生祝金支給事業

開始年度 平成3年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030100

事 務 事 業 名 出生祝金支給事業

事 業 コ ー ド 24401205

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244019

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030201コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

１．児童福祉総務費

子育て支援係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 その他

款

計画

３．民生費

区 分 子育て環境の充実

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

魚津市に住民登録している父、母で、支給対象児及びその他の子を扶養し、かつ同一生計の者。
① 魚津市に出生届けを提出した件数 件 371 344 400 400 400

➡
活
動
指
標

第３子以降の出生人数 人①

②

50 48 55 5555

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 出生数の増加 人 400 400371 344 400

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

2,750

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 2,750

0

⑷一般財源 2,500 2,400 2,750 2,750 2,750

(千円)

2,500 2,400 2,750

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

少子化に歯止めをかける（平成３年4月１日施行） (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 3,302

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 802

1

160 160 160 160

1 1 1

673 673 673 673

3,073 3,423 3,423 3,423

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

４８名の保護者に支給。

＊平成21年度の変更点

なし。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

出生に係る費用の軽減。

富山市、射水市、氷見市、礪波市、小矢部市・・・なし
高岡市：第３子5万円、第4子10万円、第5子以降20万円（但し商店街連盟の商品券で支給）
滑川市：第3子2万円第4子以降3万円 黒部市：第3子2万円、第4子以降3万円
入善町：第3子10万円、第4子以降出生時20万円1～4歳までの誕生日に各20万円
朝日町：第3子以降10万円（但し、地域の商品券）

特になし。
把握している

把握していない

第3子以降の出生数減少。（出生数減少）
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

必要

出生数減少傾向のなか、祝い金を支給することが少子化傾向に歯止めをかける決定打とはいえない。
きめ細かな子育て支援策を検討すべきであり、祝い金を支給することでは目的は達成できない。
ただし、祝い金を地域経済の活性化に有効活用するため、商品券等での支給にすることは、他の事業目的を達成す
ることができることから、検討すべきである。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

受益者負担には該当しない。

県内他市と比較しても受益者負担はない。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

該
当
し
な
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

現状では、少子化対策ということには直結しないが、出生後の保護者の金銭的負担の軽減になると思われる。

●

○

○

○

●

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

現在祝金支給単独の業務ではなく、出生に伴う届出の中でおこなっているため、削減はできない。

制度拡充の傾向

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

少子化対策ということを考慮すると削減は出来ない。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

中

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業はなし。

●

●
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

大きな変化なし

◆事業概要（どのような事業か）

施策の具体的評価や目標数値の実施状況の把握を住民と行政が協働して行うことにより、計画が総合的・計画的に推進される。

県内各市町村計画の有無特になし
把握している

把握していない

対
象

行動計画の実施状況を点検し、内容の見直し等を行っていくための組織「魚津市次世代育成支援対策地域行動計画推進委員会」
で、進捗状況、内容の協議検討を行った。

＊平成21年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

1,698 5,247 1,442 1,382

1,262 4,205 1,262 1,262

2

300 1,000 300 300

2 2 2

②事務事業の年間所要時間 (時間) 300

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,203

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,319

(千円)

116 436 180

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

国において、社会経済全体に極めて深刻な影響を与える急速な少子化の流れを変えるため、平成１５年７月「次世代育成支援対策推進法」を制定し、地
方自治体には、平成１７年度から１０年にわたる次世代育成支援対策のための「行動計画」の策定が義務付けられた。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 116 358 1,042 100 120

(千円)

0

0

120

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 1,042

0 0

80

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています 項目が多岐にわたっており、全体の進捗率を示すことがむずかしい。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 78 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

① 計画進捗率 ％

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

11 1 4 1

➡
活
動
指
標

推進委員会の開催 回①

②

1 1 1 1① 魚津市次世代育成支援対策地域行動計画 件 1

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

魚津市次世代育成支援対策地域行動計画（平成17年度から平成21年度までの５年間）

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 その他

款

計画

３．民生費

区 分 子育て環境の充実

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

１．児童福祉総務費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

244019

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030201コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 次世代育成地域行動計画策定事業

事 業 コ ー ド 24001102

部 名 等 民生部

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 9.次世代育成地域行動計画策定事業

開始年度 平成16年度 終了年度事 業 期 間 平成26年度

実 施 方 法

魚津市次世代育成支援対策地域行動計画の実施状況の点検、見直し等

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

矢野 道宝
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

策定された後期の行動計画に基づき、進捗と達成度を検証する。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

計画推進のための委員会開催の必要な経費であるため
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

正規職員が業務の進捗管理を行っている業務であり、人件費削減の余地はない

後期の行動計画の進捗・達成度の検証を行う。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）第8条第1項

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

若い世代が安心して子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援を行うための計画であり、目指すすがたに直
結している。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

自然体のほう個性を策定する事業のため、特定の受益はない。

なし

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

●

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

計画の策定には、具体的な目標値などを掲げており、その目標の実現に向け計画的に取り組んでいくことができ
る。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ● ●

②

③

③

②

③

●

○

世界同時不況の影響がどこまで回復するか、環境の変化が不透明なため予測がつかない。

◆事業概要（どのような事業か）

子育て世帯の負担に配慮する。

支給対象人数等、県の担当課が取りまとめたもので把握している。支給方法についてなど、事業実施に関して支給対象者がわかりやすいものとなるよう要望あり（議会）
把握している

把握していない

対
象

支給対象者の抽出、支給開始に向けたシステム開発などの準備

＊平成21年度の変更点

支給対象者に対し申請書を発送、申請受付、支給を行う。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

483 26,274 0 0

168 2,103 0 0

0

40 500 0 0

1 1 0

②事務事業の年間所要時間 (時間) 0

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 0

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 0

(千円)

315 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 0

平成20年10月30日に新たな経済対策に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議において決定された、生活対策として生活安心確保対策として
実施されている。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

0

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 24,171

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています 平成20年度中に支給開始ができないため、繰越明許として平成21年度に支給をする。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 315 24,171

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

0 0 23,400 0① 応援特別手当の支給額 千円 0

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

0 0

0

件

0 0 650 0

650 0 0➡
活
動
指
標

申請書の発送数 件①

② 申請書の受付数

0 650 0 0① 支給対象となる世帯の数 世帯 0

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

平成20年度において、小学校就学前3年間に該当する子ども（具体的には生年月日が平成14年4月2日から平成17年４月1日までの
子供）であって、第２子以降の子どもが対象となり、一人当たり3万6千円を、同居している世帯主に支給する。

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 その他

款

計画

３．民生費

区 分 子育て環境の充実

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

１．児童福祉総務費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

244019

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030201コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 子育て応援特別手当交付事業

事 業 コ ー ド 24401209

部 名 等 民生部

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 12.子育て応援特別手当交付事業

開始年度 平成20年度 終了年度事 業 期 間 平成21年度

実 施 方 法

平成20年10月30日に新たな経済対策に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議において決定された、生活対策の一環として生活安心確保対策として実施されている。
多子世帯の幼児教育期の負担に配慮する観点から、平成20年度限りの措置として、幼児教育期の第２子移行の子ども１人あたり3万6千円を支給する事業。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

矢野 道宝
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

小

平成20年度限りの措置である。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

なし

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

10/10の補助事業であり見直しの余地なし
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

事業に対する事務費が交付されるので、人件費の増加はない。

平成20年度限りの措置である。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

非
常
に
高
い

●

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

10/10の補助事業であり見直しの余地なし

○

●

なし
説
明

10/10の補助事業であり見直しの余地なし

○

根拠法令等を記入
平成20年度子育て応援特別手当事務取扱交付金交付要綱
平成20年度子育て応援特別手当交付金交付要綱

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

平成20年10月30日に新たな経済対策に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議において決定された、生
活対策として生活安心確保対策として実施されている。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

該
当
し
な
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

受益者負担はない。

全国統一の対応である。

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

幼児教育期の子どもを持つ世帯に対し、支援することは必要であり、国の政策と連動しながら実施していく。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

○

●

ニーズは高まっている。

◆事業概要（どのような事業か）

子どもが病気でも保護者が安心して就労できるようにする。

県内他市においても、同様の事業は実施しているが、国庫補助事業ということで、把握はし
ていない

なし
把握している

把握していない

対
象

キッズベアー（オープン型病児・病後児施設）で、一時的に保育を実施

＊平成21年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

8,732 8,732 8,732 8,732

252 252 252 252

1

60 60 60 60

1 1 1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 0

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 0

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 0

(千円)

0 8,480 8,480

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 0

平成19年2月に病児・病後児保育施設「キッズベアー」が開設され、国庫補助事業の対象となった。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 0 2,827 2,827 2,827 2,827

(千円)

0

5,653

8,480

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 8,480

0 0

5,653

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや、子育て支援の情報が提供されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 5,653 5,653

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

37.00 32.10 40.00 40.00①
子育てしやすいと感じる人の割合
（市民意識調査から）

％ 40.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

6500 455 650 650

➡
活
動
指
標

病児・病後児で保育を実施した数 人①

②

18,126 18,000 18,000 18,000① 保育園に通園している子どもの延べ数 人 0

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

病児・病後児等で、集団保育ができないこども

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 その他

款

計画

３．民生費

区 分 子育て環境の充実

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

４．保育所費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

244019

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030204コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 病児・病後児保育助成事業

事 業 コ ー ド 24402106

部 名 等 民生部

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 7.病児・病後児保育助成事業

開始年度 平成20年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

保護者が就労している場合等において、子どもが病気の際に自宅での保育が困難な場合がある。こうした保育需要に対応するため病児・病後児保育を実施

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

朝野 律子
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携する事業はない

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

国庫補助金の実施要綱に基づき実施しているため、削減の余地なし
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

必要最低限の対応となっている。

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

対象、意図は妥当である

○

○

なし
説
明

余地なし

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

子育て家庭において、親類縁者の支援を受けられない場合、就労するためにはどうしても必要。

○

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

適正である

適正である

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

保護者の就労形態の多様化に伴い、様々な保育ニーズに応えるため今後も必要である。
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魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

実 施 方 法

魚津市内の単位児童クラブの連絡を密接にし併せて市内各関係団体との連携を図りもって健全なる児童クラブの発展を期する

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1006

北川 陽子

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 なし

開始年度 平成４年 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030100

事 務 事 業 名 児童クラブ連合会育成事業

事 業 コ ー ド

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244019

該当なし政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 000000000コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

該当なし

子育て支援係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

該当なし

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 その他

款

計画

該当なし

区 分 子育て環境の充実

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

魚津市内の単位児童クラブ
① 単位児童クラブ 団体 32 32 32 32 32

児童クラブ加入児童数 人 904 916 905 900 900

➡
活
動
指
標

連合会としての活動数（総会等） 回①

②

1 1 1 11

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

①

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

健全なる児童クラブの育成 健全なる児童クラブの育成を成果指標で示すのは、困難である。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 0

0

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

平成４年５月魚津市児童クラブ連合会会則の制定 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 201

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 50

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 201

1

40 40 40 40

1 1 1

168 168 168 168

168 168 168 168

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

５月：魚津市児童クラブ連合会総会 各地区児童クラブでの個々の活動

＊平成21年度の変更点

特になし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

健全なる児童クラブの育成

必要性がないため特になし
把握している

把握していない

児童数の減少や児童クラブ以外の活動（スポーツ少年団、各地区児童館での活動）が多様になってきているため、児童クラブとしての活動が減少するの
ではないか。
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

● 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

児童クラブ単独での活動は、子どもたちの生活サイクルの変化に伴い衰退していく傾向にある。今後は、次世代育
成対策の一環として対応を考えるべきではないか。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

市連合会として総会以外の行事がないため、受益者負担は適当ではない。

市連合会として総会以外の行事がないため、対象者には、負担を求めていない。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

該
当
し
な
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

関
与
縮
小

説
明

市全体としての活動は、総会以外なく、各地区の単位児童クラブでの活動のほう主であるため

○

○

○

○

●

なし
説
明

成果の向上なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

目的の見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

必要最低限の事務しかしていないため、これ以上減らしようがない。

理事会の強化

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

※市の予算なし
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

小

理事会の強化

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで効果の高まる可能性のある事務事業なし

●

●
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

日
実施日数（小学校・公民館で実施している
箇所）

245 250 250

実 施 方 法

保護者が仕事などで昼間家庭にいない主に小学校低学年の子供を対象に、放課後や長期休業中に健全な保護と育成をはかり、児童の福祉の増進に資する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

森岡 めぐみ

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 8.放課後児童健全育成事業

開始年度 平成7年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 放課後児童健全育成事業

事 業 コ ー ド 24402107

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244021

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030201コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

１．児童福祉総務費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 保育サービスの充実

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

放課後、仕事などで保護者が家庭にいない主に小学校１～３年生
① 小学校１～３年生のうち登録希望者数 人 467 482 484 480 480

➡
活
動
指
標

利用者数 人①

② 実施箇所数 箇所

450 482 484 480

10 10 10

480

10 10

245 245

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 入所率＝入所児童数／登録希望者数 ％ 100.00 100.0096.00 100.00 100.00

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています
拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや、子育て支援の情報が提供されています

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 11,417 13,285 11,234

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

6,016

0 0 0

6,016

18,616

⑶その他(使用料・手数料等) 3,007 2,6002,623 2,530

(千円) 21,906

2,600

⑷一般財源 5,782 4,833 7,665 10,000 10,000

(千円)

19,822 20,648 18,616

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

平成７年にかもめ児童センター開設を機会に、国からの補助事業が始まったので、放課後児童の多い地区から順次開始した。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 23,030

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 800

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 3,208

2

800 800 800 800

2 2 2

3,364 3,364 3,364 3,364

24,012 25,270 21,980 21,980

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

放課後児童クラブの運営
・小学校や公民館で実施の５クラブ（住吉・上中島・上野方・松倉・片貝）→市直営
・児童センターで実施の５クラブ（こばと・かもめ・つばめ・ひばり・すずめ）→魚津市社会福祉協議会へ運営委託
＊平成21年度の変更点

長期休業中の開始時間を早めた。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

放課後に児童が安全に過ごせるようになる。
子供同士のふれあいの場が出来る。

実施の方法を把握している。平成15年度と16年度に、地元からの要望により新規に各２クラブ、計４クラブが新規開設したように、市民の関心は高まっている。また、年々入所児童
数が増えてきていることからもニーズが高いと思われる。
議会からは、運営時間や入所基準等につき、平成20年６月及び平成21年３月議会で質問があった。

把握している

把握していない

平成15年に少子化対策基本法と次世代育成支援対策推進法が施行され、市でも平成17年３月に次世代育成支援法に基づく行動計画を策定され、その中で
も本事業の強化がうたわれている。魚津市では、小学校児童数は大きく減少したが、入所者数は大きく増加している。地域からの要望によりクラブ開設
数も当初の２クラブから10クラブに増加した。また、制度として、小学校低学年だけでなく高学年も対象として拡大されてきた。
また平成22年度からは、大規模クラブ（70人以上）と開設日数250日未満クラブの補助金が打ち切りになる予定であり、
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

必要

今の子育て世代は、多様な就労形態で社会を支えており、こども達を取り巻く環境は大きく変化してきている。
他の子育て政策と十分に連携を図りながら、いろいろな角度で施策を展開充実させていく必要がある。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

●

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地あり

説
明

現在も保護者負担金を徴収しているが、今後の経済状況の変化によっては金額の変更もありうる。

国の指針により、事業費の半分程度は保護者からの徴収で行うよう示されており、現在の金額は妥当だと思われる。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

共働き家庭の支援につながる

●

○

○

○

○

あり
説
明

実施時間の拡大など、ニーズにあったサービスの展開により、成果が向上する余地がある

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

適切

○

適切 ●

コスト削減の余地あり

●

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

○ 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

現状で最低のレベルで行っている。

放課後子どもプラン推進事業による市教委と市こども課との一体的な運営の検討

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

●

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

現状で最低のレベルで行っている。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

大

補助金打ち切りに伴う、運営方法の検討が必要。（実施箇所を増やす場合はコスト増が
見込まれる）

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

あり
説
明

教育委員会の放課後子どもプランとの連携により、より魅力的な運営ができる可能性がある

○

○
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

20年度の新規事業であり、環境の変化なし。

◆事業概要（どのような事業か）

・対象となる子育て家庭の精神的・身体的・経済的負担を軽減させる。
・各種保育サービス等の利用を促進させる。

県が要綱で定めている保育サービス等以外の市町村が独自に定めるサービスについては、把
握していない。

対象サービスの充実
把握している

把握していない

対
象

・子育て応援券の配布
・サービス提供施設、サービス利用者への応援券利用分の支払事務

＊平成21年度の変更点

・対象サービスの追加
・応援券の利用方法の変更

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

1,117 3,747 3,747 3,747

421 421 421 421

1

100 100 100 100

1 1 1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 0

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 0

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 0

(千円)

0 696 3,326

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 0

富山県が県単医療費助成制度見直しによる財源を活用し、子育て支援の充実のために平成20年度に新規に創設した事業で、平成20年９月30日付け児青
第960号富山県厚生部長通知を受け、魚津市でも当該事業の要綱を制定して事業を開始した。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

0

3,326

3,326

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 3,326

0 0

3,326

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われる。
拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや子育て支援の情報が提供される。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 696 3,326

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

0.00 10.70 33.70 75.00① 利用率（総利用金額／総配布金額） ％ 50.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

0 185

0 454,000

312

回

0 108 312 312

533 533 533

20 20 20

➡
活
動
指
標

子育て応援券延べ利用人数 人①

② 子育て応援券延べ利用回数

保育サービス等を提供する施設
（医療機関を除く。）

箇所 0 20

330 370 370 370① 子育て応援券配布者数 世帯 0

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

・子育て応援券の配布対象となる子を持つ家庭
・保育サービス等を提供する施設

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 保育サービスの充実

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

１．児童福祉総務費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

244021

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030201コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 とやまっ子子育て支援サービス普及促進事業

事 業 コ ー ド 24402208

部 名 等 民生部

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 11.とやまっ子子育て支援サービス普及促進事業

開始年度 平成20年度 終了年度事 業 期 間 平成24年度予定

実 施 方 法

子育て家庭の精神的・身体的・経済的負担の軽減を図るとともに、地域における各種保育サービス等の利用を促進するため、保育サービス等に利用できる「子育て応援券」を配布するも
の。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

石川 竜也

円子育て応援券利用金額 3,164,000 3,164,000 3,164,000
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

小

対象サービス拡大の検討

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業はない。

●

●

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

県補助10/10の事業であり、一般財源からの持ち出しはなく削減の余地なし。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

県補助で当該事業にかかるパート賃金も予算化しているが、住民基本台帳情報を取り扱うなど正規職員が行う事務があ
り、これ以上の人件費削減はできない。

事業終了予定年度（平成24年度）までの応援券の利用周知

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、目的見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

当該事務事業の「対象」及び「意図」は施策の目指すすがたの一部として結びつくが、

●

●

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

適正化の余地なし

説
明

当該事業は、子育て家庭の精神的・身体的・経済的負担の軽減を図るための扶助的な意味合いをもっているため、適正
化の余地なし。

受益者負担を要しない事業である。

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

子育て世代に対して支援をしていくことは重要なことである。
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

・児童福祉法24条に基づき、保育に欠ける乳幼児を保育する

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

朝野 律子

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.市立保育所運営費

開始年度 平成5年度前 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 市立保育所保育運営事業

事 業 コ ー ド 24402102

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244021

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030204コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

４．保育所費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 保育サービスの充実

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

・保護者の就労や病気のため、保育に欠ける乳幼児を対象にしている
① 園児数 人 609 614 567 570 570

➡
活
動
指
標

年間延べ保育園児数 人①

②

7,323 7,145 6,840 6,8406,840

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 充足率（実数÷定員） ％ 87.69 87.6991.57 92.30 87.23

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや、子育て支援の情報が提供されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 3,950 3,529 13,847

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

4,047

0 0 0

4,047

171,923

⑶その他(使用料・手数料等) 167,877 167,876185,081 184,292

(千円) 181,724

167,876

⑷一般財源 0 △ 24,981 0 0 0

(千円)

189,031 162,840 171,923

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 76

・保育ニーズにより、母親の就労支援として、補助事業が始まった。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 767,995

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 144,380

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 578,964

75

129,818 142,200 140,000 140,000

78 75 75

545,885 597,951 588,700 588,700

708,725 779,675 760,623 760,623

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

・保育園の運営は、児童福祉法24条に基づき、保育に欠ける乳幼児を保護者の依頼を受けて保育を行った。
・児童福祉施設最低基準及び関係法令を遵守し、保育所保育指針に基づき保育を行った。

＊平成21年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

・保護者が安心して就労し、子育ての両立をする事により児童福祉の充実を図る。
・乳幼児が安全で健康に育つ。

一部把握している・休日保育・病児病後児保育
把握している

把握していない

・少子化が進んでいるが、低年齢児の入所希望が多くなっている。
・保護者の就労形態の変化や核家族が多くなり、保育ニーズが多様化している。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

●

○

二次評価の要否

必要

乳幼児の望ましい発達を促す必要があり、今後も安全で質の高い保育が必要。
また、保育料は県内他市と比較すると高額であり、子育て支援の充実・拡大・向上のために見直しが必要と考えら
れる。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

●

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地あり

説
明

・適正である。

・保育料は、他市よりやや高い。
・内容やサービスを充実させていけばよい。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

・保護者の就労支援と乳幼児の心身の健やかな育成
・次世代育成のため

○

○

○

○

○

あり
説
明

・家庭の育児力低下に対して、いろいろな支援を要する。
・ニーズに合わせた事業の拡大
・入所状況に合わせて定員の弾力化

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

・現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地はなし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

適切

○

適切 ●

コスト削減の余地あり

●

●

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

○ 適切

コストの方向性

削減

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

・人件費の削減は保育サービスの低下に繋がる。
これからは保育ニーズも広がり、サービスが要望される。

・乳幼児の育成に人件費を削減しては、次世代の育成が出来ない。

・民営化や統廃合に向けて検討

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

○

中･長期的
（３～５
年間）

あり
説
明

・施設設備が老朽化している。
・民営化や統廃合の検討に迫られている。

次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ○

年度

高
い

大

・民営化に向けて検討

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

・連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

○

○
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

・保育のニーズの多様化により、多様な特別保育事業が広まってきた。
・国からの補助制度が少なくなり、市町村に任されてきている。

◆事業概要（どのような事業か）

・安心して働きやすい環境を作り、就労支援を行う。
・地域の育成支援を行う。
・障害児に対する適切な指導を実施することによって当該障害児の福祉の増進を図る。

・近隣は把握している。・保育園での病児病後児保育、休日保育の実施要望
把握している

把握していない

対
象

・延長保育、一時保育、地域交流活動

＊平成21年度の変更点

・「心身障害児保育を実施」、「延長保育、地域交流活動は平成18年度と同じ」、「一時保育事業は前年度で休止」

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

62,006 63,795 63,795 63,795

61,309 63,075 63,075 63,075

73

14,580 15,000 15,000 15,000

76 73 73

②事務事業の年間所要時間 (時間) 15,640

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 62,716

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 64,160

(千円)

1,444 697 720

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 79

・時代の変化による保育のニーズに対応するために、母親の就労支援として、補助事業が始まった。
・心身障害児保育事業は、障害児と健常児の混合保育を行うことで健全な社会性の成長発達を促進することを目的に始まった。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 0 337 360 360 360

(千円)

0

360

720

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 720

0 0

360

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや、子育て支援の情報が提供されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 1,444 360 360

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

100.00 100.00 100.00

％ 22.22 22.22延長保育

100.00

22.22 22.22 22.22

① 一時保育・年度途中入所・地域交流活動 ％ 100.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

2 2

9

箇所

9 9 9 9

2 2 2➡
活
動
指
標

一時保育・年度途中入所・地域交流活動 箇所①

② 延長保育

614 567 570 570① 園児数 人 609

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

・育児及び就労支援を要する保護者及び家庭

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 保育サービスの充実

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

４．保育所費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

244021

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030204コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 市立保育所特別保育事業

事 業 コ ー ド 24402102

部 名 等 民生部

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 市立保育所運営費

開始年度 平成5年度前 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

・親の就労形態多様化にともなう保育サービスを提供する事により、児童福祉の増進を図る。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

朝野 律子
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

・市民のニーズの把握

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

・連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

○

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

・一般財源化され、事業費として配当が少ない。
次年度

（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

・人件費の削減は保育サービスの低下に繋がる。
・安全保育に欠ける。

・休日保育 看護師の配置

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ● 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

・現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地はなし。

○

○

あり
説
明

・広報活動を行い、地域の子育てセンターとして地域にＰＲするとともに利用者や参加者の拡大を図る。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

・保護者の就労支援と乳幼児の心身の健やかな育成

○

●

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

・適正である。

・特別保育の事業の料金は、平均並みである。

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

必要

保護者の核家族化や就労形態の多様化に伴い、様々な保育ニーズに応える特別保育事業は今後も必要である。
病児・病後児の保育や夜間保育の実施について検討をしていく必要がある。
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○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

○

●

円各種補助金（市単補助） 15,892,000 15,574,000 15,262,000

実 施 方 法

市内私立保育所８園の運営が、適正かつ円滑に行われるように支援する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

石川 竜也

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 4.私立保育所運営支援事業費

開始年度 昭和22年度頃 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 私立保育所運営支援事業

事 業 コ ー ド 24402103

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244021

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030204コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

４．保育所費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 保育サービスの充実

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

・市内私立保育所８園
・私立保育所入園児童

① 私立保育所 園 8 8 8 8 8

私立保育所入園児童 人 980 957 930 930 930

➡
活
動
指
標

入所児童の延べ人数 人①

② 保育所運営費 円

11,215 10,981 10,791 10,363

659,950,000 646,751,000 633,815,000

10,575

698,150,470 701,886,480

16,075,410 15,982,760

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 継続して保育所運営を実施する私立保育所 園 8 8

200 192 188

8 8 8

人 246 196私立保育所を卒園する児童数

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われる。
拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや子育て支援の情報が提供される。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 275,919 278,918 270,036

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

264,635

0 0 0

259,342

649,897

⑶その他(使用料・手数料等) 246,301 241,374271,595 264,545

(千円) 676,696

236,546

⑷一般財源 171,649 175,281 160,359 157,152 154,009

(千円)

719,163 718,744 663,161

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 3

児童福祉法の施行による。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 725,178

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 1,500

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 6,015

3

1,500 1,500 1,500 1,500

3 3 3

6,308 6,308 6,308 6,308

725,052 683,004 669,469 656,205

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

・入園手続き事務、保育料徴収事務
・保育所運営費の支出
・各種補助金の交付
＊平成21年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

・私立保育所の経営安定
・私立保育所入園児童の健全な育成

私立保育所の運営支援は、厚生労働省や県の通知等により一律に行っている。
また、私立保育所の設置数等も各市で異なるため事業内容の単純な比較はできない。

なし
把握している

把握していない

少子化による入所児童数の減により、私立保育所の経営が徐々に厳しいものとなっている。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

●

○

二次評価の要否

必要

保育サービスの充実に向け、私立保育園の健全な運営指導に努める。
また、保育料は県内他市と比較すると高額であり、子育て支援の充実・拡大・向上のために見直しが必要と考えら
れる。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

●

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

保育料は国の基準に準じて設定しているが、近年においては税制改革による保育料表の改定が主であり、保育料は現状
維持となっている。また、現状の魚津市の保育料は県内各市と比較して高いため、今後見直しの余地はある。

保育料は県内各市と比較して高く、今後、基準額を下げる方向が望ましいが、この事業の充実を図る場合はコストの増
加が予想される。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

私立保育所の経営安定を図ることにより、保育に対する意識の向上や新しいニーズに応じた保育の改善を図るため
には、必要な事業である。

○

○

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
児童福祉法（昭和22年法律第164号）第51条

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

原状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

●

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

削減

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

あり
説
明

平成19年度途中から、保育料システムが導入されたため、事務効率向上による人件費削減が見込まれる。

・公立保育園の民営化を実施

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

私立保育所の運営支援は、厚生労働省と県の通知や指導に基づき行われているため。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ○

年度

高
い

大

・事務効率の向上に向けて検討
・公立保育園の民営化を検討

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○
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○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

○

●

実 施 方 法

保育行政の一端をになっている私立保育園の施設整備・修繕のために要する経費または社会福祉・医療事業団からの借入金に係る利子に対して私立保育園に補助金を交付するもの。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

矢野 道宝

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 5.私立保育所施設整備補助事業

開始年度 平成16年度以前 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 私立保育所施設整備補助事業

事 業 コ ー ド 24402104

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244021

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030204コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

４．保育所費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 保育サービスの充実

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

私立保育園
① 私立保育園 園 8 8 8 8 8

➡
活
動
指
標

補助申請件数 件①

②

2 3 5 55

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 補助申請に対する補助実績率 ％ 100.00 100.00100.00 100.00 100.00

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています
拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや、子育て支援の情報が提供されています

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 337 287 235

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

2,200

0 0 0

2,150

4,300

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 471

0

⑷一般財源 337 512 236 10,200 2,150

(千円)

674 799 12,400

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

保育園の設置とともに経年劣化、保育環境の変化などに対応するため行っている。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 794

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 30

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 120

2

140 140 140 140

2 2 2

589 589 589 589

1,388 1,060 12,989 4,889

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

私立保育施設の整備・修繕のために要する経費または社会福祉・医療事業団からの借入金に係る利子に対して私立保育園に補助
金を交付した。

＊平成21年度の変更点

私立保育園において、耐震診断が必要な施設を持つ法人に診断費用の一部を補助することとした。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

多大な経費のかかる施設の整備・修繕等に対して補助することにより保育環境の変化への対応や危険性を取り除くことが容易と
なる。

施設整備借入による任意申請のため、水準の比較はできない特になし
把握している

把握していない

施設の老朽化が進み、危険回避、安全面での改修の必要がでてくる。保育サービスの充実等機能拡大が求められている中、大規模改修等の国庫・県負担
金は17年度次世代育成支援対策施設整備交付金と制度が変更となり、その獲得が難しくなっている。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

良好な保育サービスの質を保持するため、必要な施設の整備環境への支援に努める。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

●

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

保育料の算定にあたって考慮すべきであり、当該事務事業での受益者負担金はない。

交付金の算定基準で運用しているため、平均と考えられる。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

園児の保育にあたり、安心・快適に過ごせる施設環境を整備することは子育て・保育サービスの充実につながる。

●

○

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

●

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

非
常
に
高
い

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

増加

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

現在でも最低限の人件費で行っている。

未定

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

削減の余地なし
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

大

耐震診断結果に基づき、施設改修を行うこととなった場合、施設修繕にかかる補助金が
増大する。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○
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○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

保育ニーズの多様化により、多様な特別保育事業が広まってきた｡
国からの補助制度が年々少なくなり、市町村にまかされ、一般財源化されてきている。

◆事業概要（どのような事業か）

安心して働きやすい環境をつくり、就労支援を行う。
地域の育児支援を行う。

おおよそ他市町村の特別保育事業の状況は把握している。休日、病児保育、24時間保育の充実
把握している

把握していない

対
象

延長保育、一時保育、心身障害児保育、年度途中入園児保育､地域交流活動 すこやか保育

＊平成21年度の変更点

補助金が年々下がっている。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

44,787 63,876 64,503 64,503

2,103 2,103 2,103 2,103

2

500 500 500 500

2 2 2

②事務事業の年間所要時間 (時間) 420

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,684

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 42,982

(千円)

41,298 42,684 62,400

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

時代の変化とともに保育ニーズ似合わせて、母親の就労支援として補助事業が始まった。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 20,448 20,714 30,591 31,200 31,200

(千円)

0

31,200

62,400

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 61,773

0 0

31,200

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています
拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや、子育て支援の情報が提供されています

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 20,850 21,970 31,182

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

心身障害児保育事業実施率

100.00 100.00 100.00

％ 50.00

％ 25.00

50.00乳児・すこやか・年度中入所保育実施率

100.00

50.00 50.00

25.00 25.00

50.00

25.00

① 一時保育・延長保育・地域活動実施率 ％ 100.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

4 4

2 2

8

個所

8 8 8 8

4 4 4

8 8 8

➡
活
動
指
標

一時保育・延長保育・地域活動実施園 個所①

② 乳児・すこやか・年度途中入所保育実施園

私立保育園の数 個所 8 8

10,981 10,800 10,500 10,500① 園児数（私立保育園の園児延数） 人 11,215

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

育児及び就労支援を要する保護者及び家庭

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 保育サービスの充実

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

４．保育所費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

244021

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030204コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 私立保育所特別保育事業

事 業 コ ー ド 24402105

部 名 等 民生部

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 6.私立保育所特別保育事業

開始年度 平成5年度前 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

親の就労形態多様化にともなう保育サービスを提供することにより、児童福祉の増進を図る。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

朝野 律子

個所心身障害児保育事業実施園 2 2 2

25.00
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

国庫補助事業や交付金事業の実施要綱に準じて改善していく。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

適正である
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

増加

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

適正である

なし

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地はなし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

保育需要に対し、特別保育事業を実施することは、施策への直結度は大である。

●

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

適正である

適正である

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

必要

保護者の就労形態の多様化に伴い、様々な保育ニーズに応える特別保育は今後も必要である。
休日保育や夜間保育などの実施について検討をしていく必要がある。
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● ○ ○ ○

②

③

③

②

③

●

○

回ケース会議 25 25 25

実 施 方 法

知的障害児通園施設つくし学園の管理・運営を通じて、知的障害児の療育と発達支援を行う。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1005

森崎 陽子

課 名 等 社会福祉課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 1.つくし学園運営費

開始年度 昭和49年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02020100

事 務 事 業 名 つくし学園管理運営事業

事 業 コ ー ド 24402108

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244021

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030205コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

５．つくし学園費

福祉保護係①

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 保育サービスの充実

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

・つくし学園の施設
・つくし学園通園児童
・つくし学園通園児童の保護者
・障害と思われる在宅児とその保護者

① つくし学園通園児童数 人 16 19 22 22 22

つくし学園通園通園児童の保護者数 人 32 38 44 44 44

➡
活
動
指
標

通園延べ児童数 人①

② 療育相談 回

1

192 194 264 264

1

62 62 62

つくし学園の施設 園 1

264

1 1

63 62

21 25

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

①
つくし学園施設の保護者の必要度
（必要と答えた保護者数/保護者数）

％ 100.00 100.00100.00 100.00 100.00

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

・若い世代が安心して子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われる。
・拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや子育て支援の情報が提供される。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 36,432 36,555 38,266

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

38,266

0 0 0

38,266

43,229

⑶その他(使用料・手数料等) 4,107 4,1073,654 3,415

(千円) 43,229

4,107

⑷一般財源 △ 6,128 △ 614 856 856 856

(千円)

33,958 39,356 43,229

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 3

昭和49年度から、知的障害児を持つ保護者等の要望によると推測される。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 35,321

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 340

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,363

2

320 140 140 140

3 2 2

1,346 589 589 589

40,702 43,818 43,818 43,818

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

・通園児童の療育と発達支援、保護者等に対する療育相談
・施設の維持管理・修繕
・指定管理者による管理運営を実施（平成20年度～平成24年度の５ヵ年）
＊平成21年度の変更点

・おおむね前年度のとおり

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

・通園児童の療育により、子どもが成長していくために必要な発達基盤の確立を図るとともに、地域社会に参加できるような環
境への適応性を身につける。
・療育相談を行うことにより、保護者の育児不安を払拭する。

県内の他の知的障害児通園施設数、施設名、場所等を把握している。なし
把握している

把握していない

・平成18年10月の障害者自立支援法施行と児童福祉法改正により、運営費が日額払い（給付費）制度に変わったため、施設の経営が不安定になった。
（激変緩和措置の補助金等により経営の不安定さは緩和された。）
・市直営や委託を繰り返してきたが、平成20年度から指定管理者制度にしたことにより、経費節減とより柔軟な質の高いサービスを提供できるように
なった。
・近年において発達障害児が多く見受けられるようになっており、障害児の療育に関する必要性はより高まっている。

45/68



魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

● 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

必要な事業である。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

平成18年度の障害者自立支援法の施行により、食費等の実費負担や利用したサービスの量等や所得に応じた公平な利用
者負担を求めることとなっており、障害者に原則１割負担を求めている。国の定めによる受益者負担であることから適
正化の余地なし。

障害者自立支援法に定められた受益者負担金である。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

関
与
縮
小

説
明

障害児の数そのものの減少にはつながらないが、障害児の発達を支援することにより、地域社会で自立して生活す
るための基盤を作ることが可能である。また、療育相談を通じて障害に対する保護者の理解を深めることが可能で
ある。

○

●

○

○

○

あり
説
明

福祉専門職を配置することにより、より一層良質な療育を提供できる。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、目的見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

○

適切 ●

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

指定管理者の基本協定書に基づき、障害児の療育に必要な最低限の保育士数の配置となっており、これ以上の人件費削
減の余地なし。

指定管理期間終了後（平成25年度以降）のつくし学園の運営主体・形態等に関する協議

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

指定管理者制度の移行で５ヵ年の収支計画により一定の必要経費を決めていることから削減の余地なし。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

大

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

知的障害児の療育を行う事務事業は、他にはない。

○

○
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○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

人母親クラブ活動に参加した人数 1,200 1,200 1,200

実 施 方 法

児童の健全な育成を図るため、母親など地域住民の積極的な参加による地域組織活動を促進する。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

森岡 めぐみ

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 6.母親クラブ活動育成事業

開始年度 昭和50年度以前 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 母親クラブ活動育成事業

事 業 コ ー ド 24402201

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244022

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030201コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

１．児童福祉総務費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 子育て支援の拠点及びネットワークづくり

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

児童やその家族
①

18歳未満の児童がいる世帯数
（年度末の実績値）

世帯 4,209 0 0 0 0

➡
活
動
指
標

母親クラブ数
クラ
ブ

①

② 母親クラブの活動回数 回

3 2 2 2

50 50 50

2

75 54

1,759 1,474

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 参加して楽しかったと答えた人の割合 ％

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや、子育て支援の情報が提供されています
児童虐待の防止やひとり親家庭への支援などに、地域ぐるみで積極的に取組んでいます

参加者アンケート

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 378 252 252

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

252

0 0 0

252

378

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 378

0

⑷一般財源 189 126 126 126 126

(千円)

567 378 378

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

地域における児童を健全に育成することを目的として、児童育成地区組織活動として開始され、昭和48年からは国庫補助事業となった。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 968

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 100

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 401

1

60 60 60 60

1 1 1

252 252 252 252

630 630 630 630

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

親子及び世代間の交流・文化活動、児童養育に関する研修活動、児童の事故防止活動、その他

＊平成21年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

母親が事業に参加したことにより地域間の連携が深まり、子育てに楽しみが持てる。

富山県母親クラブ連合会があり、その所属クラブ内訳をみると県内12市町村で母親クラブの
活動を行っている。

とくになし
把握している

把握していない

子育てにおける地域の子育て力の低下が叫ばれており、地域における児童健全育成活動の重要性がますます盛んになっている。しかし、魚津市でも地域
の子育て力の低下がみられ、母親クラブも昭和時代から存在していたクラブが平成16年度ですべて解散したところである。平成17年度からは新たに２団
体、平成19年度からは1団体が母親クラブとして活動を開始している。反面、活動の継続が難しく、平成17年度に開始した1団体が平成20年度に活動を休
止する予定である。
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

地域の母親などの積極的な参加で活動されており、児童の健全な育成を図るためにも必要な団体である。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

単位クラブの活動の中で、現在も必要に応じて参加者負担金をとっている

受益者負担度は妥当と思われる。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

減
少
傾
向

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

児童の健全育成の効果はあるが、活動量が少ないため施策への直結度は低いと考えられる。

●

○

●

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

現状で最低のレベルで行っている。

新たなクラブ設置に向けた支援策の検討

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

現状で最低のレベルで行っている。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

小

なし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性があるほかの事務事業はない

●

●
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

・遊具等の老朽化による補修件数の増加。
・各地区からの遊具等の安全性確保の要望の増加。

◆事業概要（どのような事業か）

・ちびっこ広場の遊具等の安全が確保される。
・吉島ちびっこ広場の公衆便所が良好な状態で利用される。

同様の施設が他市町にあるかどうか未調査のため・各地区における少子化や若年層の減少、住民の地元意識の低下に伴い、ちびっこ広場の利用の減少及び日常点検等の適正な管理運営が困難になってき
ており、市による完全直営化を望む声がある。
・ちびっこ広場として市で対応すべき範囲や過去からの経緯が不明瞭のなか、地元町内から設置遊具以外で広場敷地のフェンス等の老朽化に伴う修繕要
望が多い。

把握している

把握していない

対
象

・ちびっこ広場の遊具等の点検、補修、撤去
・吉島ちびっこ広場の公衆便所等維持管理

＊平成21年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

1,311 1,367 1,367 1,367

841 841 841 841

2

200 200 200 200

2 2 2

②事務事業の年間所要時間 (時間) 200

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 802

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,310

(千円)

508 470 526

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

自家用車の普及に伴い、各地区の子ども達が外で遊ぶ際の安全性が確保されなくなり、安全で自由に遊ぶことができる場所の提供が必要になったため。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

12

⑷一般財源 496 458 514 514 514

(千円)

0

0

526

⑶その他(使用料・手数料等) 12 1212 12

(千円) 526

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや、子育て支援の情報が提供されています。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

100.00 100.00 100.00

件 0.00 0.00遊具による事故

100.00

0.00 0.00 0.00

①
遊具の破損に対して補修・撤去した割合
（補修・撤去遊具等/破損遊具）

％ 100.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

1 4

12 12

1

件

1 1 1 1

3 3 3➡
活
動
指
標

遊具点検回数 回①

② 遊具補修、撤去件数

35 35 35 35① ちびっこ広場の数 カ所 37

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

ちびっこ広場

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 子育て支援の拠点及びネットワークづくり

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

１．児童福祉総務費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

244022

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030201コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 ちびっこ広場管理運営事業

事 業 コ ー ド 24402202

部 名 等 民生部

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 7.ちびっこ広場管理運営費

開始年度 昭和47年度以前 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

市内の各町内に設置されたちびっこ広場の把握と広場内に設置された遊具の点検・補修・撤去を行う。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

石川 竜也

回公衆便所点検、清掃回数 12 12 12
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

● 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

小

・必要性の低いちびっこ広場の廃止
・老朽化の激しい破損遊具の撤去

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

・都市公園事業（都市計画課）
遊具等の修繕・点検について、一括して発注するほうが人件費や運搬費等のコストが下がり、経費削減につながると

思われる。

●

●

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

ちびっこ広場の遊具の老朽化から、施設維持のため継続的に修繕を要するが、ちびっこ広場の必要性自体を見直し、地
元と協議のうえニーズの低い広場の廃止や遊具の撤去をすることにより、一時的な撤去費用の投資で将来的には遊具の
事故防止とともに修繕費の節減を図ることができる。

次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

現在担当課で行っている遊具等の実地点検を業者に委託することは可能だが、経費の増加が見込まれる。また、遊具等
の修繕・撤去は業者に発注しており、現状からの人権費の削減は困難である。

・専門業者による安全確保のための遊具一斉点検
・必要性の低い設置遊具の撤去

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、目的見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

関
与
縮
小

説
明

子ども達の遊びに対する意識やニーズの変化から、ちびっこ広場の利用者が低下していると考えられ、直結度は小
さい。

○

○

●

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

減
少
傾
向

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

ちびっこ広場の清掃や除草等の日常的な維持管理にかかる経費は、地区や町内会が負担していただいている。既存の遊
具設置者が曖昧（一部市の備品として登録有）で遊具修繕・撤去等にかかる経費について、地区や町内会に負担を求め
るのは困難であり、市で対応せざるを得ない現状である。

ちびっこ広場の清掃や除草等の日常的な維持管理にかかる経費は、地区や町内会が負担していただいている。

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

少子化による若年者人口が減少している中、異世代・高齢者などとの地域一体的な活動の場として利用できないか
検討していく必要がある。
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○ ● ○ ○

②

③

③

②

③

●

○

人会員登録者数 125 125 125

実 施 方 法

魚津市ファミリーサポートセンター設置事業の管理運営
地域において育児の援助を行いたい者と育児の援助を受けたい者を組織化し、相互援助活動を行うことにより、仕事と育児を両立して働くことができるよう環境づくりを行う。
魚津市社会福祉協議会に管理を委託

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

矢野 道宝

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 10.ファミリー・サポート・センター事業

開始年度 平成16年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 ファミリー・サポート・センター運営事業

事 業 コ ー ド 24402204

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244022

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030201コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

１．児童福祉総務費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 子育て支援の拠点及びネットワークづくり

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

乳幼児（原則として0歳～6歳まで。ただし、小学校低学年は事情により可）とその親を対象とする。
①

乳幼児及び小学校低学年（９歳まで）の人
数
（年度末の実績値）

人 3,878 3,800 3,780 3,780 3,750

➡
活
動
指
標

講習会・研修の開催回数 回①

② 交流会の開催回数 回

17 5 8 8

1 1 1

8

1 1

117 125

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① サポート活動回数 回 300 300313 318 300

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています
拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや、子育て支援の情報が提供されています

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 307 307 1,058

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

1,058

0 0 0

1,058

2,116

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 2,116

0

⑷一般財源 308 308 1,058 1,058 1,058

(千円)

615 615 2,116

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

就労と育児との両立が大きな課題となっており、現状の施設保育では応じきれない部分がある。平成１３年から市民ボランティア活動が行われていた
が、国は子育て支援の一つとしてファミリーサポートセンター事業を推進した。これを受け、当市においても１６年４月から設置することになった。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,016

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 100

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 401

1

100 100 100 100

1 1 1

421 421 421 421

1,036 2,537 2,537 2,537

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

会員のサポート活動
会員の募集等事業説明会
会員に対する講習会の開催等
＊平成21年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

子供は親の不在の時も安全に過ごすことができ、親は安心して預けられる

県内のファミリーサポートセンターの設置数子育て支援の施策として早期実施を求められていた。
把握している

把握していない

さほどの変化がないと考える

51/68



魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【2枚目】

● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

●

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

子育て支援事業における重要な施策であり、委託先の社協とも充実していくことを検討し、今後も拠点整備も含め
強力に推進する必要がある。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地あり

説
明

現在は、委託事業となっているがその実態は、ボランティアに依存しており、会員間において応分の負担を見直す余地
があり適正化を検討していかなければならない。

現在のところ受益者負担の水準は、ほぼ平均なみである。しかし、事業を継続していく上で会員確保の観点から増額し
ていくことも検討していかなければならない。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
可
能

説
明

ファミリーサポート会員の拡充は、子育て支援の充実につながることから必要である。

○

●

○

○

○

あり
説
明

成果向上については、預かる会員が高齢化していることや固定的になっていることなど、問題が多いことから根本的に
解決した上で成果向上に努めていくことが必要である。

○

根拠法令等を記入

あり
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であるものの、預かる会員が高齢化していることや、会員の要求も多様化しているため目的の
見直しが必要である。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

適切

●

適切 ●

コスト削減の余地あり

●

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

○ 適切

コストの方向性

増加

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

向上

なし
説
明

この事業は、全面的に社協に委託しており、市の人件費は圧迫していない。しかし、このままの運営は行き詰ることが
予想され、さらなる経費を投入していくことが考えられる。

支援会員の拡大、確保に努める。また、潜在的な利用者にＰＲを行っていく。特に、保
育園・学校が休業となる休日に利用ニーズが高いことから、支援拠点の整備を検討し、
支援会員、依頼会員共に利用しやすいサービスとなるよう改善していくことが必要。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

●

●

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

この事業は、全面的に社協に委託しており、係る事務も負担はない。しかし、このままの運営は行き詰ることが予想さ
れ、さらなる経費を投入していくことが考えられる。

次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

大

支援拠点を廃止し、家庭での支援に切り替えていく。このため、支援会員と依頼会員の
コーディネイト業務が増大することから、事業費の増額をする。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

○

○
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● ○ ○ ○

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

魚津市児童センター運営管理（指定管理者：魚津市社会福祉協議会）
こばと児童センター（大町）、かもめ児童センター（経田）、つばめ児童センター（本江）、ひばり児童センター（吉島）、すずめ児童センターの５館の運営事業
市内、特に児童センターを取り巻く地域に居住する幼児を含む小・中学生が健康の増進を図り情緒豊かに過ごせるための場の整備

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

矢野 道宝

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 1.児童センター運営費

開始年度 昭和57年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 児童センター運営事業

事 業 コ ー ド 24402203

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244022

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030206コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

６．児童センター費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 子育て支援の拠点及びネットワークづくり

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

児童センターの利用者
① 児童センターの数 箇所 5 5 5 5 5

➡
活
動
指
標

児童センターを利用した延べ人数 人①

②

94,184 92,771 92,771 92,77192,771

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

① 利用者の増加率（前年度を100とする） ％ 100.00 100.00112.71 98.50 100.00

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています
拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや、子育て支援の情報が提供されています

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 17,246 7,666 7,500

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

7,500

0 0 0

7,500

50,500

⑶その他(使用料・手数料等) 15,204 15,00012,338 12,307

(千円) 50,252

15,000

⑷一般財源 20,482 32,113 27,548 28,000 28,000

(千円)

50,066 52,086 50,500

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

地域の児童に健全な環境を与え、その健康を増進し情操を豊かにするとともに、子ども会等地域組織活動の育成及び助長を図る等を目的とする。また、
地域の中における子ども同士のふれあいを通し豊かな情操を養う支援をする。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 53,675

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 900

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 3,609

2

700 700 700 700

2 2 2

2,944 2,944 2,944 2,944

55,030 53,196 53,444 53,444

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

市内全児童センター４館を平成１６年度から魚津市社会福祉協議会が指定管理運営を実施している。
平成19年度に新たな児童センター１館が開館し、同館も同協議会を指定管理者とし、運営体制と利用環境の充実を図った。

＊平成21年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

子育て支援や地域における幼児と親との交流の場の確保など児童センターの機能を充実させるための運営方法の改善や施設の整
備などを図り児童の健全育成に資する

県内各市児童センター設置状況平成１７年度に道下地区から児童センター建設の請願書が提出され議会で採択された。
把握している

把握していない

子育て支援施策の推進により、昭和57年のこばと児童センター開館をはじめとし、現在５館を運営。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

●

二次評価の要否

不要

地域における子育て支援の拠点として、きめ細かい各種機能の充実に努めることが必要。

説
明○ 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地あり

説
明

事業運営に係る経費から考えると、受益相当の負担を求めていくことを検討してもよいと思われる。

事業運営に係る経費から考えると、受益相当の負担を求めていくことを検討してもよいと思われる。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

比
較
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

●

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

児童に健全な遊びを与え、児童の健康を増進し情操を豊かにするとともに、地域活動の育成及び助長を図るなど、
子育て支援拠点として施策に結びついている。

●

○

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

●

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

○ 適切

コストの方向性

増加

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

指定管理者制度を導入しており、これ以上の削減は難しい。

優秀な専門スタッフの確保。

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

●

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

指定管理者制度を導入しており、これ以上の削減は難しい。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

低
い

大

親子教室事業の実施に伴い、より専門的なスタッフを確保する必要があり、また、利用
者のニーズに応えていく必要がある。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○
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○ ○ ● ●

②

③

③

②

③

●

○

急激な少子化の進行は、今後の社会経済全体にも深刻な影響を与えるほどであり、この流れを汲んで平成15年7月「次世代育成支援対策推進法」が制定さ
れ、地域における子育て支援「次世代育成支援対策」が重点に位置づけられた。市でも平成17年3月「魚津市次世代育成支援対策地域行動計画」が策定さ
れ、「子育てを支える地域づくり」が基本方針のひとつに位置づけられた。この計画に基づき、平成17年4月子育て支援センターが1か所増設され、毎日
型の集いの広場「あいあい」が開設された。また、平成16年6月には、国の少子化施策の指針として「少子化社会対策大綱」が閣議決定されている。

◆事業概要（どのような事業か）

・母親が子育てを楽しいと思えるようになる。
・子育ての不安を解消することができる。
・孤立した母親が少なくなる。

県内には子育て支援センターが35か所設置されている。（12市町に設置）新設された集いの広場（毎日型）は、利用者から好評を得ている。
地域における子育てサロンから、子育て講話や相談の依頼がある。 把握している

把握していない

対
象

・育児講座（マタニティーセミナー、パパとママの育児教室、もぐもぐ教室、救急講習会、むし歯予防教室、子育て講演会等）
・子育て相談・育児サロンや広場の実施。
・育児情報の提供や育児サークルへの支援。
＊平成21年度の変更点

変更なし。

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

12,504 22,455 22,415 22,415

6,770 6,728 6,728 6,728

5

1,610 1,600 1,600 1,600

4 5 5

②事務事業の年間所要時間 (時間) 1,900

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 7,619

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 13,397

(千円)

5,778 5,734 15,687

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 3

少子高齢化、核家族の増加など社会環境や家庭環境の変化により、子育てに不安や悩みを持つ親や育児経験の乏しい親が増え、社会的にも子育て支援に
関心が注がれるよいうになった。県では、富山県児童環境づくり推進協議会「子どもが健やかに生まれ育つための環境づくりに関する関心提言」によ
り、子育て支援センターの設置が国に先駆けて勧奨された。それに基づき、魚津市においては県内でも先駆けて、健康センター内に子育て支援センター
を設置し、子育て支援事業に取り組んだ。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

7

⑷一般財源 △ 4,115 △ 4,253 5,740 5,700 5,700

(千円)

0

9,980

15,687

⑶その他(使用料・手数料等) 7 79 7

(千円) 15,727

0 0

9,980

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

○若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています
○拠点施設などが充実し、柔軟で質の高い保育サービスや、子育て支援の情報が提供されています

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 9,884 9,980 9,980

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

91.50 92.80 93.00 93.00①
子育てを楽しいと感じている親（乳幼児を
持つ）の割合

％ 93.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

1,990 2,001

18,000

人

17,277 8,926 18,000 18,000

2,000 2,000 2,000

170 170 170

➡
活
動
指
標

集いの広場、育児サロン参加者数 人①

② 育児相談件数(実）

初妊婦数 人 175 163

1,100 1,100 1,100 1,100① 未就園児数 人 1,100

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

・未就園児とその母親及び家族
・これから親になろうとする人

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 子育て支援の拠点及びネットワークづくり

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

９．子育て支援センター費

母子保健係

３．負担金・補助金 ４．市直営

244022

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030209コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02050200

事 務 事 業 名 子育て支援センター事業

事 業 コ ー ド 23310270

部 名 等 民生部

課 名 等 健康センター

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 3.地域子育て支援センター運営費

開始年度 平成８年度 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

健康センターと魚津愛育園にそれぞれ子育て支援センターを設置し、子育てｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰを配置して子育て支援事業を実施。事業内容は、健康教育･相談と親子の集いの広場・育児サロンの開
催、子育て情報の提供に分けられる。
健康教育・相談事業では、妊婦等に対してのマタニティーセミナーや妊婦とその夫に対しての育児教室、乳児の離乳食教室・相談や乳幼児安全法教室、子育て講演会、各保育園等と連携し
ながらのむし歯予防教室、乳幼児栄養セミナー等を実施し、また電話や来所、各種教室等で随時相談を受けている。
集いの広場･育児サロン事業では、未就園児とその母親及び家族が自由に集まって情報交換ができる集いの広場（のびのび広場・あいあい広場）や赤ちゃん広場（生後6か月児まで）、育児

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-24-0415

窪田 麻由子
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

現状どおり継続していく。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

子ども家庭係の家庭児童相談業務や要保護児童対策地域協議会と連携することで、より効果的な子育て支援に結びつ
く。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

子育て支援関係のソフト事業をまとめて実施しており、これ以上の削減は困難である。
子育て支援事業内容は、住民のニーズに合わせて多様化しており、専門性のある人材が必要となってきている。現在、
子育てｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ（保育士や助産師の有資格者）は、臨時職員で対応しておりこれ以上の削減は困難である。子育て支
援事業内容は、住民のニーズに合わせて多様化しており、専門性のある人材が必要となってきている。現状の人件費が
必要である。

次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

子育て支援事業内容は、住民のニーズに合わせて多様化しており、専門性のある人材が必要となってきている。現状の
人件費が必要である。

現状どおり継続していく。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

●

○

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

ニ
ー
ズ
急
上
昇

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
児童福祉法（昭和22年法律第164号）第6条第6項

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

安心して楽しく子供を生み育てられ、地域全体で子育て支援が行われることに直結する。

●

○

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

全
国
的
高
い

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担なし

適正化の余地なし

説
明

原則として無料であるが、対象者を限定した「育児サロン｣や「多胎児を持つ親の集い」「障害を持つ児と家族の集
い」では、おやつや材料代として一部徴収している。

県内他市では、子育て支援センターの利用は無料で行われている。

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

●

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

少子化や核家族化が進む中、また、子どもを取り巻く社会環境の変化などにより、子育てに不安を持つ親が増えて
きており、乳幼児の健康相談や、子育てに関する情報提供など、さまざまな事業を展開しているが、今後も、関係
機関と連携して子育て支援事業の充実を図る。
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○ ○ ● ●

②

③

③

②

③

●

○

20

事 業 コ ー ド 24402206 部･課･係名等

平成 21 年度 （平成

コード１ 02050200 政策体系上の位置付け コード２ 244022 予算科目 コード３ 001040103

事 務 事 業 名 不妊治療費助成事業 部 名 等 民生部 政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計 一般会計

予 算 書 の 事 業 名 4.不妊治療費助成事業 課 名 等 健康センター 政 策 名 第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築 款 ４．衛生費

事 業 期 間 開始年度 平成８年度 終了年度 当面継続 業務分類 ４．負担金・補助金 係 名 等 母子保健係 施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進 項 １．保健衛生費

実 施 方 法 １．指定管理者代行 ２．アウトソーシング ３．負担金・補助金 ４．市直営 記 入 者 氏 名 木下 景子 区 分 子育て支援 目 ３．母子保健事業費

電 話 番 号 0765-24-0415 基 本 事 業 名 子育て支援の拠点及びネットワークづくり

◆事業概要（どのような事業か）

単
位

実績 計画

不妊医療費助成事業は、生殖補助医療による不妊治療を受けている夫婦（法律上の夫婦に限る。）に対し、その不妊治療に要する費用の一部を助成することにより、経済的な負担の軽減を
図り、もって少子化対策に寄与することを目的とする。

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

対
象

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

➡
対
象
指
標

１年以上魚津市内に居住し市に住所のある夫婦で、指定医療機関（県指定）で保険診療以外の不妊治療（体外受精・顕微授精）
を受けている人を対象とする。

①
不妊治療を受けて補助を受けた夫婦の数
（補助件数）

件 23 23 20 20 20

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

➡
活
動
指
標

助成金は保険診療以外の体外受精・顕微授精不妊治療費全額とし、１年度10万円を限度とする。申請書の提出を受け、内容を審
査し助成額の決定と交付をする。

＊平成21年度の変更点

平成21年4月から年度内の助成限度額を1人20万円までに増額する。（平成20年度の年度内助成限度額は10万円まで）

① 妊娠件数 件 13 9 10 10 10

②

① 妊娠件数/補助件数 ％

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

こどもが欲しくても恵まれず、不妊治療を受けている夫婦に対して、高額な治療費の一部を助成することで経済的な負担の軽減
を図り、治療の継続を支援する。

50.00 50.0056.52 39.13 50.00

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞ ↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

○若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています
○母子保健施策が充実し、生涯を通じた健康の基礎が作られています

◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか）
財
源
内
訳

⑴国・県支出金 (千円)

(千円)

事業開始時期 平成16年4月
近年の急速な出生率の低下に伴い、少子化対策の一環として開始。
生殖補助医療は、医療保険が適用されず、金銭的、精神的負担が大きい。このため、こどもが欲しくてもできない夫婦に対し、不妊治療費の一部を助成
し、経済的負担の軽減を図り、少子化の進展に対する歯止めとする。
富山県が平成15年7月から開始した不妊治療の助成制度に準じて制度化。

(千円) 0

⑶その他(使用料・手数料等)

0 0 0 0

0 0

0

⑵地方債 0 0 0 0

0

⑷一般財源 (千円) 2,218 2,154 4,000 4,000 4,000

0 0

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計） (千円) 2,218 2,154 4,000 4,000 4,000

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1 2 2 2

<実績>平成16年 家庭をとりまく環境の変化に伴い単身赴任等で夫が市外に居住している場合に対応するため、夫婦が同一世帯 にな
い場合も想定して要綱を整備する。

平成17年 生殖医療技術の急速な進歩に伴い、不妊治療を受ける夫婦が増加しているため、妻の年齢制限をなくす。
平成18年 行動範囲の拡大により、県外で不妊治療を受ける夫婦に対応するため、指定医療機関の範囲を県外に拡大。

平成17年の出生率が1.25と過去最低を更新したため、国と県は平成19年度予算に体外治療の助成を拡充した。また県は19年度に県外の３医療機関を新た
に指定追加をした。不妊治療への助成については、実際に出産を望んでいる夫婦への支援となることから、今後はより直接的な効果が期待できる。

②事務事業の年間所要時間 (時間) 80

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 321

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 2,539

(千円) 2,111 1,262

2

502 300 300 300

1,262 1,262

4,265 5,262 5,262 5,262

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205 4,205 4,205 4,205

◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入) ◆県内他市の実施状況

➡

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）

平成15年3月議会朝野幹子議員一般質問 助成制度の導入について
平成15年9月議会竹内進議員一般質問 助成制度の導入について
平成15年12月朝野彰二議員一般質問 助成制度の導入について

把握している
各市町村の開始時期、対象者要件、助成内容、担当者

把握していない
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

● 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平成 21 年度 （平成 20

【目的妥当性の評価】 【必要性の評価】

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明） 10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

中

直結度大
説
明

こどもを持ちたいと思いながら、何らかの原因で妊娠が困難な夫婦に対して、高額な治療費の一部が助成されるこ
で経済負担の軽減につながり、少子化対策に貢献している。ただし、不妊治療の成否については個々のケースに
よって差があり、少子化対策への直結度は高くない。

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か） ●

法
令
義
務

法令などにより市による実施が義務付けられている ○

○
法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

○

○

一
部
に
あ
る

○

直結度中 ○

直結度小 ○

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当 11．事務事業実施の緊急性

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当
非
常
に
高
い

●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当 ○

根拠法令等を記入
少子化社会対策基本法（平成15年法律第133号）第13条第2項 ○

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明） ○

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

★ 評価結果の総括と今後の方向性

① 目的妥当性 ● 適切 ○ 目的廃止又は再設定の余地あり

【有効性の評価】 ② 有効性 ● 適切 ○ 成果向上の余地あり

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明） ③ 効率性 ● 適切 ○ コスト削減の余地あり

なし
説
明

成果向上の余地なし。 ④ 公平性 ● 適切 ○ 受益者負担の適正化の余地あり

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 年度

○

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明） ○

○ 終了 ○ 廃止

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。 ○

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

【効率性の評価】

実
施
予
定
時
期

次年度
（平成22
年度）

国・県・他市の動向を見ながら助成金額や助成回数について検討を重ねる。 コストの方向性

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

平成19年度から国と県が不妊治療助成の拡充をしており、他県でも助成金増額の動きがある。さらに治療費が高騰傾向
にあり、市では21年度から助成金を増額する。削減はできない。

中･長期的
（３～５
年間）

同様 成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし

【公平性の評価】 ★課長総括評価(一次評価）

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から） 申請者の不妊治療経費をみると、30万～50万円程度の者が多くなっている。不妊治療費は自由診療であることから
経済負担が多い。このことから、Ｈ21度において、助成額を年額10万円から20万円に増額した。平成18年から平成
20年までの本事業の補助申請が68件、妊娠率が平均で40％以上あることから今後も事業を継続すべきと評価してい
る。

二次評価の要否
特定受益者あ
り・負担あり

説
明

事業の目的が、高額な治療費の一部を助成することで受益者の経済的負担を軽減することにあるので、受益者負担を求
めるのは目的に反する。

不要
適正化の余地なし

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明） ★経営戦略会議評価（二次評価）

平
均

高い

説
明

受益者負担の余地はない

● 平均

低い
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

○

●

平成9年に児童虐待防止法が施行、平成16年に同法が改正され、虐待までには至っていない「要保護」の児童に対しても相談の対象となった。 また、全国的には虐待
による子供の死亡事故等が報道で大きく扱われるようになったため、社会の関心も高まっている。 魚津市では単なる相談ではなく、学校や児童相談所・厚生センターな
どの他機関と緊急に調整が必要なケースが増えてきている。
また、平成19年２月に「要保護児童対策地域協議会」を設立し、市が第一義的な窓口及び調整機関となった。

◆事業概要（どのような事業か）

地域社会が一体となって、要保護児童等の問題の早期発見と適切な対応を図る。

各市町村の取り組み状況に差があるため一概に比較できないため。民生委員から持ち込まれる相談件数が増えてきた。
把握している

把握していない

対
象

要保護児童対策地域協議会、実務者ケース会議

＊平成21年度の変更点

なし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

1,093 841 841 841

1,093 841 841 841

2

260 200 200 200

2 2 2

②事務事業の年間所要時間 (時間) 260

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,043

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 1,043

(千円)

0 0 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

魚津市児童虐待防止連絡協議会から、要保護に重視した協議会として運営が変化してきた。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

0

⑷一般財源 0 0 0 0 0

(千円)

0

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 0 00 0

(千円) 0

0 0

0

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています
児童虐待の防止やひとり親家庭への支援などに、地域ぐるみで積極的に取り組んでいます

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 0 0 0

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

75.00 90.00 80.00 80.00① 相談が完結した件数／相談件数 ％ 80.00

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

5 3

40

件

36 20 40 40

5 5 5➡
活
動
指
標

年間相談件数 件①

② 検討会議・ケース会議等

0 4,250 4,250 4,250①
18歳未満の子どものいる世帯数
（年度末の実績値）

世帯 4,209

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

18歳未満の子どもがいる世帯の保護者や児童。

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 子育て支援の拠点及びネットワークづくり

款

計画

該当なし

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

該当なし

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

該当なし

子育て支援

３．負担金・補助金 ４．市直営

244022

該当なし政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 000000000コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 要保護児童対策地域協議会運営事業

事 業 コ ー ド

部 名 等 民生部

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 なし

開始年度 平成19年 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

要保護児童の早期発見及び適切な保護を図るため、関係機関及び児童の福祉に関する職務に従事する者が要保護児童等に関する情報及び考え方を共有し、適切な連携の下で対応していくことを目的とする

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

梅原 正信
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

特になし

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

現在でも最低の事業費で運営している。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

現在も最低の業務時間で運営している。

児童虐待・母子家庭・障害を抱える家庭等に対する相談支援、関係機関との連携の強化を図
る。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
児童福祉法（昭和22年法律第164号）第25条の２

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

子育て不安の解消・虐待予防につながることから、直結度は大きい。

○

●

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

電話相談や、他の公共機関からの連絡及び連携が多いため。

電話相談や、他の公共機関からの連絡及び連携が多いため。

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

こどもを守る相談支援機関として役立っており、今後も関係機関との連携を密にしていく必要がある。
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○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

母子家庭が自立した生活を送ることを支援するため、子育て支援や就労支援が充実してきている。ただ、現在の社会は不景気であり、もともと母子家庭
の母の就職が難しい中で、さらに厳しいものとなっている。

◆事業概要（どのような事業か）

母子家庭の母が、就職に必要又は有利な資格を取得し適職につくことで、生活の安定と自立を図る。

福祉金 ・・・南砺市、射水市以外他市でも支給
お祝い事業・・・高岡市、滑川市、黒部市、砺波市、小矢部市、氷見市では、小中学校入学
時や

卒業時にお祝い金を支給（魚津市なし）

離婚後、どのような職につき生活設計をしていけばいいか。（婚姻中は専業主婦・アルバイト等でしか働いたことがない方、資格を持っていない方か
ら）
制度を利用しずらい（受講費の２割しか助成対象にならない。）

把握している

把握していない

対
象

就職についての相談、情報提供
申請手続き

＊平成21年度の変更点

高等技能訓練促進費の助成期間の延長（修業期間の1/3→1/2）（H21.2.4～）

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

4,679 5,853 5,853 5,853

1,262 1,262 1,262 1,262

1

300 300 300 300

1 1 1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 300

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,203

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 4,616

(千円)

3,413 3,417 4,591

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

平成15年度に改正された母子及び寡婦福祉法により、児童扶養手当が支給開始から一定期間経過した場合、その手当額が半額まで減額されることが決定
された。このことから、手当中心の支援から母子家庭の母への就業・自立支援に重点を置いた支援に変更。（平成16年～）

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

1,014

⑷一般財源 2,333 2,316 2,530 2,530 2,530

(千円)

0

1,047

4,591

⑶その他(使用料・手数料等) 1,014 1,0141,013 1,014

(千円) 4,591

0 0

1,047

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

児童虐待の防止やひとり親家庭への支援などに、地域ぐるみで積極的に取り組んでいます。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 67 87 1,047

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

0 1 3

％ 100.00 100.00Ｂ 償還率

3

100.00 100.00 100.00

①
Ａ 資格を取得して、適職についた受給者
数

人 3

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

440,000 560,000

24,000 24,000

Ｃ 対象者 人 2

1,316,000

2 2

円

2

0 18,249 1,316,000 1,316,000

2

1,000,000 1,000,000 1,000,000

10 10 10

➡
活
動
指
標

Ａ 助成額 円①

② Ｂ 貸付金額

Ｂ 貸付件数 件 5 6

1 3 3 3① Ａ 対象者 人 0

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

母子家庭の母

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 ひとり親世帯などへの支援

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ５．ソフト事業

２．母子福祉費

子育て支援係

３．負担金・補助金 ４．市直営

244023

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030202コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02030100

事 務 事 業 名 母子等福祉対策事業

事 業 コ ー ド 03020201

部 名 等 民生部

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 1.母子等福祉対策事業

開始年度 昭和49年 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

Ａ：母子家庭の母が、就職に必要な資格を取得するための受講費用の一部を助成。また、２年以上養成機関に通う場合は、一定期間の生活費・入学支援修了一時金を助成。
Ｂ：母子家庭の母への生活資金の貸付
Ｃ：遺児福祉年金の支給

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1006

紙 紹子

円Ｃ 支給額 24,000 24,000 24,000
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

小

制度を利用しやすいよう周知する。

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ●

年度

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

生活の安定・自立を図るため、母子家庭の母への就労支援は必要不可欠であり、削減はできない。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

生活の安定・自立を図るため、母子家庭の母への就労支援は必要不可欠であり、削減はできない。

資格取得後の就労支援もし、母子家庭の就業率の向上、収入の増加により生活の安定を
図る。

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

●

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり

適切

○

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、見直しの余地なし。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
母子家庭の母の就業の支援に関する特別措置法（平成15年法律第126号）

なし
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

Ａ：母子家庭の母への就業支援を決め細やかに行い、適職につけるよう指導することで、母子家庭の生活の安定と
その自立を図るために必要。
Ｂ：就職等生活のめどが立つまでの生活資金として必要。

○

●

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

母子家庭の母から負担を取るのは制度上難しい。

母子家庭の母から負担を取るのは制度上難しい。

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

不要

今後も母子家庭等ひとり親家庭が増加することが予想されるため、子育ての孤立化を防ぎ、児童の健全な育成推進
に努める必要がある。
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○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

児童扶養手当は、父と生計を同じくしていない18歳到達の年度末までの児童（障害児は20歳未満）を監護する母または同一世帯で養育している養育者に対し、児童の福祉の増進を図るため
に手当を支給。
所得制限があり、支給額は所得に応じて細かく設定されている。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1006

紙 紹子

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.児童扶養手当支給事業

開始年度 昭和37年 終了年度事 業 期 間 当面継続

コード１ 02030100

事 務 事 業 名 児童扶養手当支給事業

事 業 コ ー ド 03020202

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244023

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030202コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

２．母子福祉費

子育て支援係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 ひとり親世帯などへの支援

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

母子家庭の母、又は母親に代わって児童を養育している養育者
① 申請者 人 51 48 55 55 55

受給者（３月末） 人 266 270 280 280 280

➡
活
動
指
標

助成額 円①

② 受給率（３月末） ％

111,221,090 116,654,860 117,194,551 118,000,000

83 83 83

118,000,000

82 83

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

①

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

児童虐待の防止やひとり親家庭への支援などに、地域ぐるみで積極的に取り組んでいます。 現況時に聞き取り等。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 37,074 38,869 39,064

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

39,064

0 0 0

39,064

117,350

⑶その他(使用料・手数料等) 60 6020 0

(千円) 117,350

60

⑷一般財源 74,127 77,842 78,226 78,226 78,226

(千円)

111,221 116,711 117,350

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

死別母子世帯には年金という社会保障制度（昭和34年創設）があったが、生別母子世帯には何もなかった。所得が低く、経済的・社会的に多くの困難を
抱えているのはどちらの世帯においても同じであるため、生別母子世帯にも同様の社会保障制度を設けるべきという議論を契機に児童扶養手当制度創設
された。（昭和37年１月１日施行）

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 112,825

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 400

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,604

1

700 700 700 700

1 1 1

2,944 2,944 2,944 2,944

119,655 120,294 120,294 120,294

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

・離婚前、後の相談
・申請手続き ・現況届 ・手当支給

＊平成21年度の変更点

特になし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

母子家庭の母、又は母親に代わって児童を養育している養育者に手当を支給することで、家庭生活の安定と自立の促進を図る。

全国で受けられる制度。
富山市では、父子家庭にも手当を支給。（非課税世帯対象：義務教育終了まで一人４万）

一部支給停止適用除外届関係の制度がわかりずらい。
把握している

把握していない

児童扶養手当が支給開始より一定期間経過した後、手当が一部減額（平成20年4月～）されることになったが、就業支援が進んでいないこと等により、事
実上凍結。
児童扶養手当の地方における財源負担率の増加（平成17年度まで国3/4、市1/4→平成18年度から国1/3、市2/3に変更へ）
児童扶養手当受給者の増加。
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

● 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

不要

今後も経済的な援助として、児童扶養手当の支給は必要である。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

母子家庭の母から負担を取るのは制度上難しい。

母子家庭の母から負担を取るのは制度上難しい。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

法
令
義
務

説
明

特に離婚したばかりの母子家庭や、病気等で仕事につけない母にとって、手当は母子家庭の生活の安定とその自立
のために必要不可欠。

○

●

○

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入
児童扶養手当法 昭和36年11月29日 法律第238号

あり
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

手当の支給は、本来、母子家庭の生活の安定と自立を図るためのものであるが、所得制限があるため、手当が減らない
ように正職に就かずパートやアルバイトのみで生計を立てようとする者や、事実婚であるにもかかわらず、資格喪失届
を出さず手当を受給する者もいる（実態は把握しずらい）。
→手当支給の本来の目的をしっかり受給者に認識してもらうよう指導する。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

適切

●

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

○

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

維持

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

現在、窓口相談、手続き・申請等で通常時間外での対応も増えてきている。母子家庭が抱える問題は根深く、多様化し
ている。特に相談業務は短縮できない。

母子家庭の母の就業率の向上、収入の増加による生活の安定

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

●

○

○

中･長期的
（３～５
年間）

なし
説
明

母子家庭が増加傾向にあるため、扶助費の削減は不可。
次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ●

年度

平
均

大

母子家庭の母が就職しやすいように利用できる支援制度の周知

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

64/68



魚津市事務事業評価表 年度分に係る評価） 【1枚目】

○ ○ ○ ●

②

③

③

②

③

●

○

実 施 方 法

母子生活支援施設（魚津市立かのこ園）の管理・運営を通じて、入居の母子世帯の保護と自立支援を行う。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1079

石川 竜也

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 1.母子生活支援施設運営費

開始年度 昭和22年度 終了年度事 業 期 間 平成21年度予定

コード１ 02030200

事 務 事 業 名 母子生活支援施設管理運営事業

事 業 コ ー ド 24402304

部 名 等 民生部

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

244023

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030203コード２政策体系上の位置付け

記 入 者 氏 名

業務分類 １．施設管理

３．母子生活支援施設費

保育係

３．負担金・補助金 ４．市直営

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

基 本 事 業 名 ひとり親世帯などへの支援

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

・かのこ園の施設
・かのこ園入居の母子世帯（母親、児童）

① 入居の母子世帯の母親の数 人 1 0 0 0 0

入居の母子世帯の児童の数 人 3 0 0 0 0

➡
活
動
指
標

入居希望者との個別相談回数 回①

② 入居者定例会開催数 回

0

0 4 0 0

1

0 0 0

かのこ園の施設 園 1

0

1 0

3 0

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

①
自立して退所した母子世帯
（退所世帯数/入所世帯数）

％ 0.00 0.00100.00 0.00 0.00

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

・行政や地域が連携し、児童虐待の防止やひとり親家庭の支援などに地域ぐるみで積極的に取り組む。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 2,719 1,345 614

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

0 0

0

0 0 0

0

0

⑶その他(使用料・手数料等) 31 047 31

(千円) 645

0

⑷一般財源 0 400 0 0 0

(千円)

2,766 1,776 0

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 2

児童の増加に伴い、母子世帯数も増加したため、母子世帯の保護が必要になった。 (千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 4,290

(千円)

②事務事業の年間所要時間 (時間) 380

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 1,524

2

300 300 300 300

2 2 2

1,262 1,262 1,262 1,262

3,038 1,907 1,262 1,262

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

対
象

・入居希望者との電話等による個別相談

＊平成21年度の変更点

・平成21年度に施設廃止に向けて検討予定のため、施設の維持管理のみ

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

◆事業概要（どのような事業か）

・入居の母子世帯の自立

県内にある同様の母子生活支援施設の①名称、②設置主体、③経営主体、④世帯数等
・①和光寮、②富山市、③（福）富山市社会福祉事業団、④５（20年度末実績）
・①たんぽぽ苑、②高岡市、③（福）高岡市社会福祉事業団、④11（20年度末実績）

なし
把握している

把握していない

・母子世帯の発生原因の多様化。
・母子世帯の住環境に対するニーズの高度化。
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○ 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

● 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

● 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

二次評価の要否

必要

母子自立支援施設として設置の必要性はあるが、近年入居世帯はゼロであり、施設も老朽化していることから、廃
止に向けた検討が必要である。

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

★課長総括評価(一次評価）

○

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

（平成 20

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者あ
り・負担あり

適正化の余地なし

説
明

入居世帯から徴収する負担金については、国の基準（児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金について（平
成11年４月30日厚生省発児第86号厚生省事務次官通知））を準用し、魚津市母子生活支援施設条例施行規則（平成10年
３月30日規則第７号）で定めているため、適正化の余地なし。

県内には、同様の施設が２園あるものの上記８のとおりの徴収基準を適用している。

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

減
少
傾
向

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

関
与
縮
小

説
明

現在の母子世帯の多くは、母親がすでに経済力を有していたり身内の援助を期待できたりすることから、潜在的な
ニーズはあるにしても、現状の老朽化が著しいかのこ園への入居のニーズは低いため。

○

○

●

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

なし
説
明

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

､
サ
ー
ビ
ス
低
下

○

① 目的妥当性 ●

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

現状の対象と意図は適切であり、目的見直しの余地なし。

成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

○

② 有効性

適切

○

適切 ○

コスト削減の余地あり

○

●

受益者負担の適正化の余地あり④ 公平性

終了 ● ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コストの方向性

削減

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

低下

なし
説
明

現状で施設を運営するための最低基準にあたる人員配置さえできていないため、人件費の削減の余地なし。

・母子生活支援施設跡地の利活用について検討

【効率性の評価】

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

○

○

平成22年度

○

廃止

⇒⇒⇒⇒⇒⇒

中･長期的
（３～５
年間）

あり
説
明

現状で必要性が薄い施設であり、施設の大規模修繕等にかかる財源や適正な運営を図るための人員配置等が必要不可欠
で事業継続は極めて困難であり、廃止することで事業費を削減できる。

次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

③ 効率性 ○

年度

平
均

小

・県（児童青年家庭課）との廃止に向けた協議（平成21年度中）
・魚津市母子生活支援施設条例を廃止する条例（平成21年度３月議会を目途）
・魚津市母子生活支援施設条例施行規則を廃止する規則（平成21年度３月を目途）
・市民への周知
・県への施設廃止の届出
・施設廃止に伴う代替機能施設の検討

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

市営住宅事業
・母子世帯に対して、入居の優先順位を付けることにより、住宅の確保が図られ、母子生活支援施設（かのこ園）は不
要となる。

●

●
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○ ○ ● ○

②

③

③

②

③

●

○

ひとり親世帯の増加（特に父子家庭）
世帯数（人数）の増加に伴う医療費助成額の増加。

◆事業概要（どのような事業か）

子どもだけではなく、ひとり親の父母及び養育者の医療費を助成することで、経済的な負担の軽減を図る。

市町村によって、所得制限額が異なる。
富山市、滑川市、小矢部市、南砺市、射水市、氷見市・・・児童扶養手当と同様
高岡市、砺波市・・・児童手当の同様
黒部市・・・所得制限なし

所得制限を導入するのはどうか。（H20.10～導入）
把握している

把握していない

対
象

・医療の申請手続き
・現物給付（福祉医療費請求書を窓口で支給）
・現況届
＊平成21年度の変更点

特になし

（この事務事業は、誰、何を対象にしているのか。※人や物、自然資源など）

手
段

＜平成20年度の主な活動内容＞

（把握している内容又は把握していない理由の記入欄）◆市民や議会などからの要望・意見（担当者の私見ではなく、実際に寄せられた意見・質問などを記入)

➡

4,205 4,205 4,205

◆県内他市の実施状況

（参考）人件費単価 （円＠時間) 4,010 4,205

30,792 32,857 32,523 32,523

2,523 2,523 2,523 2,523

1

600 600 600 600

1 1 1

②事務事業の年間所要時間 (時間) 600

Ｂ．人件費（②×人件費単価/千円) 2,406

事務事業に係る総費用（A＋B） (千円) 34,767

(千円)

32,361 28,269 30,000

◆開始時期以後の事務事業を取り巻く環境の変化と、今後予想される環境変化（法改正、規制緩和、社会情勢の変化など） ①事務事業に携わる正規職員数 (人) 1

ひとり親家庭において、経済的な理由で病院にかかりにくい環境にあったため、医療費を助成することによって、保健の向上と福祉の増進を図ることを
目的に、昭和55年から開始。

(千円)

Ａ．予算(決算)額(⑴～⑷の合計）

2,000

⑷一般財源 17,818 15,979 16,067 16,000 16,000

(千円)

0

12,000

30,000

⑶その他(使用料・手数料等) 2,000 2,0002,849 1,998

(千円) 30,334

0 0

12,000

0 0

↑成果指標が現段階で取得できていない場合、その取得方法を記入

若い世代が安心して楽しく子どもを生み、育てられ、地域全体で子育て支援が行われています。
母子保健施策が充実し、柔軟で質の高い保育サービスや、子育て支援の情報が提供されています。
児童虐待の防止やひとり親家庭への支援などに、地域ぐるみで積極的に取り組んでいます。

年一回の更新申請時に聞き取り等。

(千円)◆この事務事業開始のきっかけ（何年<頃>からどのようなきっかけで始まったか） 11,694 10,292 12,267

そ
の
結
果

＜施策の目指すすがた＞

⑵地方債
財
源
内
訳

⑴国・県支出金

(千円)

①

意
図

（この事務事業によって、対象をどのように変えるのか）

➡
成
果
指
標

100 88

27,000,000

％

31,371,073 27,531,817 27,000,000 27,000,000

88 88 88

410 410 410

➡
活
動
指
標

助成額 円①

② 助成率

受給世帯 世帯 445 408

58 65 65 65① 申請者 人 76

電 話 番 号

➡
対
象
指
標

・18歳未満の児童を養育しているひとり親家庭の父又は母、及び児童
・父母が死亡し、またはひとり親家庭であって父又は母が監護しない18歳到達の年度末までの児童を養育している養育者及び養
育する児童

23年度

単
位 19年度 20年度 21年度

実績

22年度

基 本 事 業 名 ひとり親世帯などへの支援

款

計画

３．民生費

区 分 子育て支援

施 策 名 ４．総合的な子育て支援対策の推進

目

政 策 名

２.児童福祉費

第４節 健やかで共に支えあう福祉社会の構築

項

記 入 者 氏 名

業務分類 ４．負担金・補助金

８．医療給付費

子育て支援係

３．負担金・補助金 ４．市直営

244023

一般会計政策の柱 第２章 安心して健やかにくらせるまち 会計

予算科目 コード３ 001030208コード２政策体系上の位置付け

平成 年度 （平成

部･課･係名等

21 20

コード１ 02030100

事 務 事 業 名 ひとり親家庭等医療費助成事業

事 業 コ ー ド 03020802

部 名 等 民生部

課 名 等 こども課

係 名 等

予 算 書 の 事 業 名 2.ひとり親家庭等医療費助成事業

開始年度 昭和55年10月 終了年度事 業 期 間 当面継続

実 施 方 法

医療費の一部を助成することで、ひとり親家庭等の保健の向上と福祉の増進を図る。

１．指定管理者代行 ２．アウトソーシング

0765-23-1006

紙 紹子
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● 全国的又は広域的な課題であり、ニーズが非常に高い

○ 市固有の課題であり、なおかつ市民などのニーズが非常に高い

○ 比較的多くの市民などがニーズを感じている

一部の市民などに、ニーズがある

○ 一部の市民などに、ニーズがあるが、それが減少しつつある

目的はある程度達成されている

上記のいずれにも該当しない

○

○ 緊急性が非常に高い

○ 緊急に解決しなければ重大な過失をもたらす

市民などのニーズが急速に高まっている

緊急性は低いが、実施しなければ市民生活に影響が大きい

緊急性が低く、実施しなくても市民サービスは低下しない

⑴ 評価結果の総括

現状のまま（又は計画どおり）継続実施

休止

他の事務事業と統合又は連携

目的見直し

事務事業のやり方改善

○

○

平
均

大

医療費助成制度（特に父子家庭への）周知→広報での周知、市民課からの案内
所得制限の周知→広報での周知、更新案内時に周知

５．連携することで、今より効果が高まる可能性のある他の事務事業の有無（どう効果が高まるか説明）

なし
説
明

連携することで、今より効果が高まる可能性がある他の事務事業はない。

●

○

③ 効率性 ○

年度

中･長期的
（３～５
年間）

あり
説
明

受給期限は1年のため、その度新しい受給資格証と福祉医療請求書を発行している。受給期限の切れた福祉医療費請求
書等の廃棄量も多いため、受給期限を修正するなど対応しているが、時間がかかるため、今後更に工夫していく余地が
ある。

次年度
（平成22
年度）実

施
予
定
時
期

６．事業費の削減の余地（手段を工夫することで、事業費を削減できないか説明、できない理由も説明）

○

★改革･改善案（いつ、どのような改革・改善を、どういう手段で行うか） コストと成果の方向性

●

●

コストの方向性

削減

成果の方向性

７． 人件費の削減の余地（今の業務時間を工夫して少なくできないか説明、できない理由も説明）

維持

なし
説
明

現在、窓口相談、手続き・申請等で通常時間外での対応も増えてきている。母子家庭が抱える問題は根深く、多様化し
ている。特に相談業務は短縮できない。

更新手続きの改善

【効率性の評価】

④ 公平性

終了 ○ ○廃止

○

○

⑵ 今後の事務事業の方向性

● 適切

コスト削減の余地あり

○

●

受益者負担の適正化の余地あり

適切

●

適切 ○ 成果向上の余地あり【有効性の評価】

適切

○

●

② 有効性

11．事務事業実施の緊急性

４．成果向上の余地（成果の向上が今後どの程度見込めるか説明）

低
い
が
､
影
響
大

○

① 目的妥当性 ○

既に目的を達成しているので、市の関与を廃止が妥当

目的廃止又は再設定の余地あり

★ 評価結果の総括と今後の方向性

高所得者でも医療費の助成をする必要があるのか。実際両親がいても、ひとり親以下の所得しかない世帯もある。
→平成20年10月～所得制限が実施。
ただ、ひとり親家庭の場合、親が倒れた場合、生計維持者がいなくなるという不安は大きいため、所得制限導入には否
定的な意見もある。

○

○

なし
説
明

成果向上の余地なし。

○

根拠法令等を記入

あり
説
明

○

３．目的見直しの余地（現状の【対象】と【意図】は適切か、また、見直す場合、その理由と内容を説明）

○

市が実施しているが、関与の必要性は低く、今後は市の関与を縮小（廃止）が妥当

民
間
不
可

説
明

医療費を助成することによって、病気や怪我をしたときも経済面から見て、安心して病院にかかることができる。

●

●

○

10．社会的ニーズ（この事務事業にどれくらいのニーズがあるか）

民間でもサービス提供は可能だが、公共性が比較的高く、市による実施が妥当

法令などにより市による実施が義務付けられている

法令などによる義務付けはないが、､公共性が非常に高く、民間（市民・企業等）によるサービスの実施が不可能（又は困難）なた
め、市による実施が妥当

直結度中

直結度小

２．市の関与の妥当性（民間や他の機関でも実施可能な事務事業か）

直結度大

一
部
に
あ
る

１． 施策への直結度（事務事業の施策の目指すすがたに対する直結度（対象・意図の密接度）とその理由説明）

【公平性の評価】

低い

９．本市の受益者負担の水準（県内他市と比較し、今後のあり方について説明）

高い

８．受益者負担の適正化の余地（過去の見直しや社会経済状況等から）

特定受益者な
し・負担なし

適正化の余地なし

説
明

母子家庭の母から負担を取るのは制度上難しい。

母子家庭の母から負担を取るのは制度上難しい。

（平成 20

【必要性の評価】

平成 21 年度

【目的妥当性の評価】

★課長総括評価(一次評価）

○

説
明● 平均

★経営戦略会議評価（二次評価）

二次評価の要否

必要

母子家庭・ひとり親家庭等に対する医療費助成は、自立支援のためにも必要である
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